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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】内燃機関の構造及び／又は作動を改良すること
により、改良された、又はより効率的な作動、耐用年数
の改善、作動コストの低減を提供する。
【解決手段】本明細書に開示する実施形態は、内燃機関
１０、そのような内燃機関１０を含む燃焼システム、及
び燃焼機関１０の作動を制御するための制御装置に関す
る。内燃機関１０は、燃料、空気、燃料－空気混合気、
又はそれらの組み合わせを１つ以上のシリンダに直接噴
射するための１つ以上の機構を含むことができ、制御装
置は、そのような機構を作動させ、又はその作動を指示
することができる。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１つ以上の燃焼室と、前記燃焼室内の燃料の燃焼に応答して回転可能な出力軸とを含む
内燃機関を作動させるための制御装置であって、
　プロセッサと、
　前記プロセッサに結合されたメモリであって、前記プロセッサによって実行されたとき
、
　前記内燃機関の作動パラメータに関する１つ以上の作動入力を受け取る動作と、
　１つ以上のセンサから１つ以上の入力を受け取る動作と、
　ガソリン直接噴射装置及び成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを含む１つ以上の空気
噴射装置を通して前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定する動
作と、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つ内に所定の燃焼容積を生み出すようにして、空気
を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射するように１つ以上の前記空気噴射装置の
前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを作動させる動
作と、
　前記１つ以上の燃焼室に燃料を直接噴射するように、前記１つ以上の空気噴射装置とは
別の１つ以上の燃料噴射装置を作動させる動作とを前記制御装置に実施させる、コンピュ
ータ実行可能命令を含む、メモリとを備えることを特徴とする制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の制御装置であって、空気を前記１つ以上の燃焼室に噴射するように１
つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少なく
とも１つを作動させることは、所定量の空気を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に直
接噴射するように前記１つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層
燃焼型噴射装置の少なくとも１つを作動させることを含むことを特徴とする制御装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記コンピュータ実行可能命令が、さらに、前記
制御装置に
　前記内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する燃料の量を決定する動作とを実行させるこ
とを特徴とする制御装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記内燃機関が、複数の燃焼室を画定する複数の
シリンダ及びピストンを含み、前記内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決
定することは、互いに独立して前記複数のシリンダの各々内に噴射する空気の量を決定す
ることを含むことを特徴とする制御装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記１つ以上の燃焼室に空気を直接噴射するよう
に１つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少
なくとも１つを作動させ、前記１つ以上の燃焼室に燃料を直接噴射するように１つ以上の
燃料噴射装置を作動させることが、前記内燃機関の前記出力軸の回転を反転させることを
特徴とする制御装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記コンピュータ実行可能命令が、さらに、前記
１つ以上の燃焼室の少なくとも１つに空気を直接噴射するように１つ以上の空気噴射装置
の前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを作動させ、
前記１つ以上の燃焼室の前記少なくとも１つに燃料を直接噴射するように１つ以上の燃料
噴射装置を作動させ、前記燃焼室の前記少なくとも１つ内の前記燃料に点火することによ
って、前記制御装置に前記内燃機関の前記出力軸の回転を開始する動作を実行させること
を特徴とする制御装置。
【請求項７】
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　請求項１に記載の制御装置であって、１つ以上のセンサから１つ以上の入力を受け取る
ことは、燃料センサ、排気センサ、出力軸位置センサ、全地球測位システム（ＧＰＳ）、
空気圧センサ、空気温度センサ、燃料圧力センサ、又はノックセンサの１つ以上から入力
を受け取ることを含むことを特徴とする制御装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の制御装置であって、空気を前記１つ以上の燃焼室に噴射するように１
つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少なく
とも１つを作動させることは、前記１つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン直接噴射装置
及び前記成層燃焼型噴射装置の対応する１つを所定の時間の間開くことを含むことを特徴
とする制御装置。
【請求項９】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射する
空気の量を決定することは、１つ以上のセンサからの前記受け取られた１つ以上の入力に
少なくとも部分的に基づくことを特徴とする制御装置。
【請求項１０】
　コンピュータ制御内燃機関システムであって、
　出力軸、
　１つ以上の燃焼室、
　前記１つ以上の燃焼室内の圧力上昇を前記出力軸の回転に変換するように構成されたエ
ネルギー変換機構、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つに動作可能に連結され、前記出力軸から機械的に
分離され、空気を遮られることなく前記１つ以上の燃焼室内に噴射するように構成される
、１つ以上の空気噴射装置であって、ガソリン直接噴射装置及び成層燃焼型噴射装置の少
なくとも１つを含む１つ以上の空気噴射装置、及び、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つに動作可能に連結された、前記１つ以上の空気噴
射装置とは別の１つ以上の燃料噴射装置、
　を含む内燃機関と、
　前記１つ以上の空気噴射装置に動作可能に結合された制御装置であって、
　前記内燃機関の作動パラメータに関する１つ以上の作動入力を受け取り、
　１つ以上のセンサから１つ以上の入力を受け取り、
　ガソリン直接噴射装置及び成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを含む１つ以上の空気
噴射装置を通して前記内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定し、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つ内に所定の燃焼容積を生み出すようにして、空気
を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に直接噴射するように１つ以上の空気噴射装置の
前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを作動させるよ
うに構成される、制御装置とを備えることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システ
ム。
【請求項１１】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、前
記１つ以上の空気噴射装置を互いに独立して作動させるように構成されることを特徴とす
るコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１２】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、互
いに独立して前記１つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼
型噴射装置の少なくとも１つを所定の時間の間開いて維持することによって、前記内燃機
関の前記１つ以上の燃焼室に空気を直接噴射するように１つ以上の空気噴射装置の前記ガ
ソリン直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを作動させるように構
成されることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１３】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、前
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記１つ以上の燃焼室に燃料を噴射するように前記１つ以上の燃料噴射装置を互いに独立し
て作動させるように構成されることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１４】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記内燃機関が、前
記１つ以上の燃焼室の対応する１つに動作可能に連結され、前記出力軸から機械的に分離
される、１つ以上の排気弁を含み、前記制御装置が、前記１つ以上の排気弁を、互いに独
立して開位置と閉位置の間で作動させるように構成されることを特徴とするコンピュータ
制御内燃機関システム。
【請求項１５】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記内燃機関に動作
可能に連結され、前記内燃機関の作動に関する１つ以上の状態を検出するように構成され
た１つ以上のセンサをさらに備え、前記１つ以上のセンサは、さらに、制御装置に動作可
能に結合され、噴射される空気の温度、噴射される空気の圧力、噴射される燃料の圧力、
又は排気中に存在する酸素の量のうち検出された１つ以上に関する信号を送るように構成
されることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１６】
　請求項１５に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、前
記１つ以上のセンサから受け取られた信号に少なくとも部分的に基づいて、前記１つ以上
の空気噴射装置又は１つ以上の排気弁の少なくとも１つを作動させるように構成されるこ
とを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１７】
　請求項１６に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記内燃機関が、１
つ以上のシリンダと、１つ以上のピストンであって、前記１つ以上のシリンダの対応する
１つ内に移動可能に位置付けられ、前記シリンダ内の前記ピストンの移動が前記出力軸の
回転を生み出すように前記出力軸に動作可能に連結される、１つ以上のピストンとを含み
、
　前記１つ以上のセンサの少なくとも１つが、前記出力軸の配向を検出するように構成さ
れることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１８】
　内燃機関を作動させる方法であって、
　前記内燃機関の作動パラメータに関する１つ以上の作動入力を受け取ることと、
　１つ以上のセンサから１つ以上の入力を受け取ることと、
　ガソリン直接噴射装置及び成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを含む１つ以上の空気
噴射装置を通して前記内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定することと
、
　前記１つ以上の燃焼室に動作可能に連結された１つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン
直接噴射装置及び前記成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを作動させることによって所
定量の空気を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射することにより、前記１つ以上
の燃焼室の対応する１つ内に所定の燃焼容積を生み出すことと、
　前記１つ以上の空気噴射装置とは別の１つ以上の燃料噴射装置を通して、所定量の燃料
を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射することと、
　前記燃料を前記１つ以上の燃焼室内で燃焼させ、それによって前記内燃機関の出力軸を
回転させることとを含むことを特徴とする内燃機関を作動させる方法。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の方法であって、所定量の空気を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼
室に噴射することは、前記１つ以上の空気噴射装置の前記ガソリン直接噴射装置及び前記
成層燃焼型噴射装置の少なくとも１つを所定の時間の間開いて維持し、空気を遮られるこ
となく前記１つ以上の燃焼室に流すことを含むことを特徴とする方法。
【請求項２０】
　請求項１８に記載の方法であって、前記内燃機関の前記出力軸から連結解除された１つ
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以上の排気弁を作動させることを含むことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、気体燃料、液体燃料、固体燃料、又はそれらの組み合わせにおいて作動する
ことができる内燃機関に関する。
【背景技術】
【０００２】
　関連出願の相互参照
　本出願は、２０１４年１２月２９日出願の米国仮特許出願第６２／０９７，４９５号及
び２０１４年１２月２９日出願の米国仮特許出願第６２／０９７，５０６号に対する優先
権を主張するものであり、本開示を全体的に本願に引用して援用する。
【０００３】
　一般に、内燃機関は、任意の数の構成及びサイズを有することができる。例えば、内燃
機関は、直列型、フラット型（ボクサー型としても知られている）及びＶ字構成などのさ
まざまなピストン配置を有することができる。また、内燃機関は、回転式構成を有するこ
ともできる。内燃機関の構造及び／又は作動を改良することにより、改良された、又はよ
り効率的な作動、耐用年数の改善、作動コストの低減などがもたらされ得る。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　したがって、内燃機関のユーザ及び製造者は、引き続きその改良を求めている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本明細書において説明する実施形態は、少なくとも１つの燃焼室と、出力軸と、燃料の
燃焼中に生み出されたエネルギーを出力軸における機械的出力に変換する（例えば、燃焼
室内の圧力上昇を出力軸の回転に変換する）ためのエネルギー変換機構とを含む内燃機関
を対象とする。一実施形態では、燃料及び酸化剤が燃焼室内に噴射され、燃焼反応がその
中で圧力上昇を生み出す。機関は、燃焼室内の上昇した圧力を、出力軸の回転などの機械
的エネルギーに変換するように構成された１つ以上のエネルギー変換機構を含むことがで
きる。
【０００６】
　少なくとも１つの実施形態は、出力軸及び１つ以上の燃焼室を有する燃焼機関を含む。
さらに、そのような燃焼機関は、１つ以上の燃焼室の対応する１つ内に各々配置された１
つ以上の変換機構を含む。１つ以上の変換機構は、燃焼室内の圧力上昇を出力軸の回転に
変換するように構成される。そのような燃焼機関はまた、燃料の供給部に動作可能に連結
され、燃料を燃焼室に直接噴射するように構成された、１つ以上の燃料噴射装置も含む。
追加的に、そのような燃焼機関は、酸化剤の供給部と動作可能に連結され、酸化剤を燃焼
室内に噴射するように構成された、１つ以上の酸化剤噴射装置を含む。
【０００７】
　本開示はまた、１つ以上の追加又は代替の実施形態による燃焼機関も含む。そのような
燃焼機関は、１つ以上のシリンダをその中に含む機関ブロックを含む。そのような燃焼機
関はまた、機関ブロックに回転可能に固定されたクランク軸と、１つ以上のシリンダ内に
移動可能に位置付けられ、クランク軸に動作可能に連結された、１つ以上のピストンとを
含む。さらに、そのような燃焼機関は、遮られることなく１つ以上のシリンダの対応する
１つに開口する１つ以上の燃料噴射ポートと、遮られることなく１つ以上のシリンダの対
応する１つに開口する１つ以上の酸化剤噴射ポートとを含む。そのような燃焼機関は、さ
らに、１つ以上の酸化剤噴射ポートの対応する１つ内に位置付けられ、酸化剤を対応する
１つ以上のシリンダに噴射するように構成された、１つ以上の酸化剤噴射装置を含む。
【０００８】
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　少なくとも１つの実施形態は、１つ以上の燃焼室と、燃焼室内の燃料の燃焼に応答して
回転可能な出力軸とを含む内燃機関を作動させるための制御装置を含む。制御装置は、プ
ロセッサと、プロセッサに結合され、コンピュータ実行可能命令を含む、メモリとを含む
。さらに、プロセッサによるコンピュータ実行可能命令の実行は、制御装置に、内燃機関
の作動パラメータに関する１つ以上の作動入力を受け取り、１つ以上のセンサから１つ以
上の入力を受け取る動作を実行させる。加えて、プロセッサによるコンピュータ実行可能
命令の実行は、制御装置に、内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定し、
１つ以上の空気噴射装置を作動させて、空気を内燃機関の１つ以上の燃焼室に直接噴射す
る動作を実行させる。
【０００９】
　実施形態はまた、内燃機関及び制御装置を含むコンピュータ制御内燃機関システムも含
む。内燃機関は、出力軸と、１つ以上の燃焼室と、１つ以上の燃焼室内の圧力上昇を出力
軸の回転に変換するように構成されたエネルギー変換機構とを含む。内燃機関はまた、１
つ以上の空気噴射装置であって、１つ以上の燃焼室の対応する１つに動作可能に連結され
、出力軸から機械的に分離され、空気を遮られることなく１つ以上の燃焼室に噴射するよ
うに構成される、空気噴射装置も含む。制御装置は、１つ以上の空気噴射装置に動作可能
に結合される。さらに、制御装置は、内燃機関の作動パラメータに関する１つ以上の作動
入力を受け取り、１つ以上のセンサから１つ以上の入力を受け取るように構成される。制
御装置はまた、内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定し、１つ以上の空
気噴射装置を作動させて空気を内燃機関の１つ以上の燃焼室に直接噴射するように構成さ
れる。
【００１０】
　１つ以上の実施形態は、内燃機関を作動させる方法を含む。方法は、内燃機関の作動パ
ラメータに関する１つ以上の作動入力を受け取ることと、１つ以上のセンサから１つ以上
の入力を受け取ることとを含む。方法はまた、内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空
気の量を決定することと、１つ以上の燃焼室に動作可能に連結された１つ以上の空気噴射
装置を作動させることによって、選択された及び／又は所定量の空気を内燃機関の１つ以
上の燃焼室に噴射することとを含む。方法は、さらに、選択された及び／又は所定量の燃
料を内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射することと、１つ以上の燃焼室内で燃料を燃焼さ
せ、それによって内燃機関の出力軸を回転させることとを含む。
【００１１】
　開示する実施形態のいかなる特徴も、限定されることなく、互いに組み合わせて使用す
ることができる。加えて、本開示の他の特徴及び利点は、次の詳細な説明及び添付の図を
考慮することによって当業者に明らかになるであろう。
【００１２】
　図はいくつかの実施形態を例示しており、ここでは同一の参照番号は、種々の図又は図
に示す実施形態において同一又は類似の要素又は特徴を指す。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】一実施形態による内燃機関の前面等角図である。
【図２】図１の内燃機関の側面図である。
【図３】図１の内燃機関の後面等角図である。
【図４】図１の内燃機関の部分的な長手方向断面図である。
【図５】図１の内燃機関の部分的な横断方向断面図である。
【図６】一実施形態による燃料システムの概略ブロック図である。
【図７】別の実施形態による燃料システムの概略ブロック図である。
【図８】一実施形態による空気システムの概略ブロック図である。
【図９】一実施形態による内燃機関の作動を制御する方法の流れ図である。
【図１０】別の実施形態による内燃機関の作動を制御する方法の流れ図である。
【図１１】さらに別の実施形態による内燃機関の作動を制御する方法の流れ図である。
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【図１２】一実施形態による制御装置のブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本明細書に説明する実施形態は、少なくとも１つの燃焼室と、出力軸と、燃料の燃焼中
に生み出されたエネルギーを出力軸における機械的出力に変換する（例えば、燃焼室内の
圧力上昇を出力軸の回転に変換する）ためのエネルギー変換機構とを含む内燃機関を対象
とする。一実施形態では、燃料及び酸化剤が燃焼室内に噴射され、燃焼反応がその中で圧
力上昇を生み出す。機関は、燃焼室内の上昇した圧力を、出力軸の回転などの機械的エネ
ルギーに変換するように構成された１つ以上のエネルギー変換機構を含むことができる。
【００１５】
　通常、燃焼室及び／又はエネルギー変換機構は、実施形態によってさまざまになり得る
。例えば、内燃機関は、その燃焼室を画定又は形成し得る１つ以上のシリンダ及び対応す
るピストンを含むことができる。エネルギー変換機構は、燃料及び空気の混合気の燃焼に
応答してシリンダ内で移動可能なピストンを含むことができる。ピストンを、出力軸上（
例えばクランク軸上）に回転可能に装着することができ、それにより、その線形／往復移
動（例えば２行程又は４行程サイクル）をクランク軸の回転に変換することができる。代
替的又は追加的には、機関は、燃焼室内の燃焼及び／又は圧力上昇に応答して線形に移動
及び／又は往復され得る線形出力機構を含むことができる。
【００１６】
　追加的又は代替的には、内燃機関は、回転式機関（例えば、ヴァンケル（Ｗａｎｋｅｌ
）機関など）であってよく、燃焼中に生み出されたエネルギーを出力軸の回転に変換する
ことができる非往復機構によって少なくとも部分的に形成又は画定された燃焼室を含むこ
とができる。例えば、機関の燃焼室を、ロータ及びハウジングによってそれらの間に形成
又は画定することができる（例えば、ヴァンケル機関の場合）。故に、例えば、エネルギ
ー変換機構は、ロータを含むことができ、このロータは、燃料の燃焼中及び／又は燃焼後
にハウジング内に生み出された圧力上昇に応答して出力軸を回転させることができる。
【００１７】
　場合によっては、１つ以上のピストンを含む往復内燃機関の４行程サイクルでは、空気
及び燃料は、下降するピストンによってシリンダの上側端部に入ることができ、ピストン
がその上方向行程中に上昇するにつれて圧縮され得る。混合気は点火され、シリンダ内で
燃焼され、それによってピストンにその次の下方向行程を開始させる。最後の上方向行程
は、燃焼の結果生じる気体を放出し、その後次の吸引行程が開始する。通常、空気は、ピ
ストンの下り行程中開き得る１つ以上の吸気弁を通って機関の燃焼室に入る。さらに、燃
料がシリンダ内に送出され、吸気弁が閉じた後、上記で説明したサイクルが開始する。
【００１８】
　従来の機関では、各々のシリンダは、吸気弁によって制御される少なくとも１つの燃料
－空気吸気ポートと、これもまた排気弁によって制御され得る、排出気体のための少なく
とも１つの排気ポートとを有することができる。一部の従来の機関は、２つ以上の吸気弁
及び／又は２つ以上の排気弁を有することができる。通常、吸気弁及び／又は排気弁は、
機関サイクル中、正確な時間で開閉することができ、これには、複雑なタイミング連結部
（例えばベルト、鎖など）と、吸気弁及び／又は排気弁を作動させることができるカムと
を伴い得る。例えば、タイミングベルトは、機関のクランク軸をカム軸に連結することが
でき、このカム軸は、クランク軸の回転及び対応するシリンダ内のピストンの位置に基づ
いて吸気弁及び／又は排気弁を開閉する（すなわち、ピストンの位置を吸気弁及び排気弁
の開閉に調子を合わせる）ことができる。一部の従来の機関は、電子制御及び／又は作動
される吸気弁及び／又は排気弁を含むことができる。
【００１９】
　場合によっては、従来の機関は、燃料噴射装置が燃料をシリンダに直接供給することが
できるガソリン直接噴射（ＧＤＩ）システムを有することができる。ＧＤＩシステムを有
する従来の機関は、吸気のために開き得る吸気弁（例えばポペット弁又はステム弁）と、
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気体排出のために開き得る排気弁とを含むことができる。故に、そのような機関は、タイ
ミング機構及びカム軸を含み、これによって機関サイクル中、吸気弁及び排気弁の開閉の
調子を合わせることができる。
【００２０】
　通常、上記で述べたように、本明細書に説明する１つ以上の実施形態による内燃機関は
、１つ以上の燃焼室を含む（例えば、内燃機関は、燃焼室を含み得る１つ以上のシリンダ
を有することができ、これらシリンダは、任意の適切なやり方で配置されてよく、任意の
適切なサイズを有することができる）。一実施形態では、燃焼システムは、燃料、空気、
燃料－空気混合気又はそれらの組み合わせを内燃機関の１つ以上の燃焼室（例えば、ヴァ
ンケル機関などの回転式機関のシリンダ、燃焼室など）に噴射するための１つ以上の機構
を含む。追加的に、一部の例では、噴射された燃料、空気、燃料－空気混合気又はそれら
の組み合わせの量を、内燃機関の作動中、正確に測定及び／又は制御すると共に調整する
ことができる。明細書における参照は、全般的に「空気」になされるが、任意の適切な酸
化剤（例えば酸素（Ｏ２））を燃料と混合し、及び／又はシリンダに噴射してよいことを
理解されたい。
【００２１】
　さらに、一部の実施形態では、内燃機関内の可動部材を（従来の燃焼機関と比較して）
少なくすることにより、作動中の機械的損失（例えばさまざまな構成要素の摩擦の結果生
じる損失）が低減され、内燃機関の重量が低減され、及び／又は別の形でその効率性が改
良され得る。追加的又は代替的には、少なくとも１つの実施形態では、内燃機関は、製作
し及び／又は作動中に保全を行うことがより簡単又はより安価になり得る。
【００２２】
　一実施形態では、内燃機関は、１つ以上の燃料噴射装置を含み、これによって燃料を燃
焼室に（例えばシリンダに）直接噴射する。さらに、一部の実施形態では、内燃機関は、
空気を燃焼室に（例えば内燃機関のシリンダに）直接噴射することができる１つ以上の空
気噴射装置を含む。例えば、従来の機関とは対照的に、本明細書に説明する内燃機関は、
燃焼室内への空気の流れを開く及び／又は閉じるための吸気弁を有さなくてよい。
【００２３】
　１つ以上の実施形態によれば、空気噴射装置を燃焼室の状態から独立して（例えばピス
トンの位置及び／又はクランク軸の回転から独立して）作動させることができる。例えば
、燃焼サイクルのいくつかの部分中、内燃機関は、燃料及び／又は空気を燃焼室内で（例
えばピストンの上り行程中に）圧縮することができる。換言すれば、空気、燃料、燃料－
空気混合気を、燃焼サイクル中いつでも（例えばピストンがシリンダ内の任意の適切な位
置に配置されたときに）燃焼室に噴射することができる。
【００２４】
　一実施形態では、内燃機関は、燃焼された気体を燃焼室から排気するための１つ以上の
排気ポートを含む。一部の作動状態下では、排気ポートは、出力軸の回転から独立して（
例えば、クランク軸の回転及び／又はシリンダ内のピストン場所の往復運動から独立して
）作動することができる。例えば、シリンダの１つ、一部、又は各々は、専用の排気ポー
トを含むことができ、排気弁（例えば電気機械弁）は、対応するシリンダから排気ポート
を通る排出気体の流れを制御することができる。
【００２５】
　少なくとも１つの例では、内燃機関のシリンダの１つ、一部、又は各々は、燃料噴射ポ
ートと、空気噴射ポートと、排気ポートとを含み、その各々は、それぞれのシリンダと流
体連通する。より詳細には、燃料を、燃料噴射ポートを通してシリンダに噴射することが
でき、空気を、空気噴射ポートを通してシリンダに噴射することができ、排出気体は、排
気ポートを通ってシリンダを退出することができる。上記で述べたように、対応するポー
トにおける燃料噴射、空気噴射、及び気体排出を制御する弁は、互いに独立して作動する
ことができる。さらに、燃焼室に噴射された空気及び／又は燃料の量を、その噴射の前に
決定及び／又は事前設定することができる。
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【００２６】
　例えば、空気噴射ポートにおける１つ以上の弁又は噴射装置は、選択された（例えば算
出された）及び／又は所定量の空気をシリンダに噴射するために、選択された（例えば、
算出された）及び／又は所定の時間の間開くことができる（例えば、弁を電気的又は電磁
的に作動させる、油圧作動させるなど）。一部の実施形態では、内燃機関のシリンダの１
つ、一部、又はすべては、複数の燃料噴射ポート、複数の空気噴射ポート、複数の排気ポ
ート、又はその組み合わせを有することができる。
【００２７】
　一部の実施形態において上記で述べたように、内燃機関は、燃焼サイクル中、対応する
シリンダ内で往復する往復ピストンを含む。通常、シリンダ内のピストンの往復移動は、
クランク軸の回転を生み出すことができる。故に、クランク軸の１分あたりの回転数（Ｒ
ＰＭ）は、機関のシリンダの１つ、一部、又はすべてにおけるピストン又はサイクルの往
復数に比例することができる。従来の機関では、ばね懸架された弁の開放及び／又は閉鎖
は、シリンダ内のピストンサイクルの頻度を限定し得る（例えば、弁開放の頻度が増大す
るとき、弁を閉じるばねは、適切な時間後に弁を閉じることができなくなる、及び／又は
弁が離座するようになり得る）。これは、さらに、従来の機関のＲＰＭの作動範囲も限定
し得る。しかし、これとは対照的に、本明細書に説明する内燃機関は、ＲＰＭの任意の適
切な範囲において作動し得ることを理解されたい。例えば、内燃機関内のシリンダへの空
気の直接噴射（並びに弁及びばねの不在）は、従来の機関と比較して（例えば類似する数
のシリンダ及び／又は変位と比較して）より高いＲＰＭでの機関の作動を容易にすること
ができる。
【００２８】
　図１は、一実施形態による内燃機関１０の前面等角図である。例示する実施形態では、
機関１０は、機関１０の燃焼室を少なくとも部分的に画定する、直線に配置された６列の
シリンダを有するブロック１２を含む。しかし、機関は、上記で論じたように、任意の数
のシリンダ及び任意の数の適切なシリンダ配置（例えばＶ字、回転式、ボクサー型など）
を有し得ることを理解されたい。
【００２９】
　上記で説明したように、機関１０は、通常、燃焼室と、その中で燃料を燃焼させるため
の機構と、燃焼中生み出されたエネルギーを機械的エネルギー（例えば出力軸の回転）に
変換するための機構とを含む。例えば、機関１０の燃焼室は、シリンダ及び対応するピス
トンによって画定されるが、機関が任意の数の適切に構成された燃焼室を有し得ることも
理解されたい。一部の実施形態では、機関は、単一のシリンダから駆動される及び／又は
その中で作動する複数の（例えば、２本、３本などの）ピストンを有することができ、そ
れによって、共同して燃焼室を画定することができる。さらに、上記で指摘したように、
１つ以上の実施形態では、機関は、非往復及び／又はピストン無しの機関とすることがで
き、燃焼中生み出された圧力を回転動作に直接変換することができる（例えば、ウェーブ
ディスク（ｗａｖｅ　ｄｉｓｃ）機関、ヴァンケル機関など）。
【００３０】
　上記で述べたように、機関は出力軸を含むことができる。機関１０は、ブロック１２内
に回転可能に位置付けられ得る及び／又は固定され得るクランク軸１３を含む。さらに、
以下により詳細に説明するように、一部の実施形態では、ピストンは、対応するシリンダ
内で往復してクランク軸１３の回転を生み出す。一部の例では、ピストンは、クランク軸
１３に回転可能に連結され、その往復運動は、クランク軸１３の対応する回転を生み出す
。通常、クランク軸１３は、任意の数の適切なデバイス又はシステムに連結されてよく、
これに回転動力をもたらすことができる。
【００３１】
　一実施形態では、シリンダ内のピストンの往復移動は、シリンダ内の燃料及び酸化剤（
例えば空気）の燃焼から生成される。例えば、シリンダは、燃焼中、少なくとも部分的に
封止され、燃焼から生み出された圧力は、対応するピストン上に力を及ぼし、それによっ
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て（上記で説明したように）その線形及び往復移動を生み出す。例えば、機関１０は、ブ
ロック１２に連結された、又はこれと一体化されたシリンダヘッド１４を含み、シリンダ
ヘッド１４及びブロック１２は、共同して、シリンダ内の燃料及び空気の燃焼中、実質的
に気密性の環境を形成し得るようにしてシリンダを封止又は閉じる。
【００３２】
　一部の例では、ブロック１２とシリンダヘッド１４の間の封止を容易にするために、ヘ
ッドガスケットをその間に位置付けることができる。しかし、機関は任意の数の適切な構
成を有することができ、場合によってはでは、ヘッドガスケットを必要としなくてよいこ
とを理解されたい。例えば、ブロック１２及びシリンダヘッド１４を一体的に形成するこ
とができる。
【００３３】
　上記で説明したように、空気、燃料、燃料－空気混合気、又はそれらの組み合わせをシ
リンダの１つ以上に直接噴射することができる。例えば、機関１０は、対応するシリンダ
と動作可能に連結された燃料管２４を含み、それにより、燃料を、燃料管を通してシリン
ダに直接噴射することができる。シリンダの１つ、一部、又はすべてが、これに動作可能
に連結された、任意の適切な数の燃料管を含み得ることを理解されたい。
【００３４】
　一実施形態では、機関１０は、燃料センサ２８（例えばオクタンセンサ）を含む。少な
くとも１つの例では、燃料センサ２８は燃料管２４に動作可能に連結されて、その中の燃
料のタイプを検出する。したがって、例えば、機関は、任意の適切な燃料、（例えばセン
サ２８によって検出及び／又は特定され得る任意の燃料）を受け入れることができる。例
えば、燃料センサ２８は、ガソリン（ペトロール）、エタノール、ディーゼル、液化天然
ガス（ＬＮＧ）、液化石油ガス（ＬＰＧ）、水素などの中で差別化することができる。燃
料管２４の１つ、一部、又はすべては、別個の燃料センサ２８を含み得ることを理解され
たい。一実施形態では、燃料センサ２８は、ガソリン及び／又は類似のタイプの燃料中の
エタノールの量を検出するように構成され得る。
【００３５】
　一部の実施形態では、以下により詳細に説明するように、機関１０は、燃料管２４から
対応するシリンダへの燃料の流れ又は噴射を調節するための制御機構を含む。例えば、機
関は、燃料管２４とシリンダの間に配置され得る弁、燃料噴射装置などを含むことができ
る（例えば、燃料管２４は、そのようなシリンダ内への燃料の供給及び／又は噴射を調節
し得る、対応する燃料噴射装置に連結することができる）。
【００３６】
　一部の実施形態では、機関１０は、対応するシリンダに動作可能に連結された空気管２
６を含む。シリンダの１つ、一部、又はすべてがこれに動作可能に連結された１つ以上の
空気管を含み得ることを理解されたい。空気管２６は、１つ以上の酸化剤を機関１０のシ
リンダ内に供給することができる。以下に説明するように、機関は、空気管２６からシリ
ンダ内への酸化剤の流れ又は供給を制御するための１つ以上の機構を含むことができる（
例えば、弁、空気噴射装置など）。通常、空気などの任意の数の適切な酸化剤をシリンダ
に直接噴射することができる。例えば、燃料噴射装置と同様に、弁又は空気噴射装置は、
空気管２６とシリンダの間に位置付けられてよく、シリンダ内への空気の供給又は噴射を
調節することができる（例えば、空気管２６を、空気管２６からシリンダ内への空気の流
れを調節し得る、対応する空気噴射装置に動作可能に連結することができる）。
【００３７】
　一実施形態では、空気管２６は、空気吸気マニホールド１６に連結し、そこから空気を
受け入れることができる。空気管の１つ、一部、又はすべてが空気吸気マニホールド１６
に連結されてよく、そこから空気を受け入れ得ることを理解されたい。代替的に、空気管
の１つ以上を、任意の数の適切な酸化剤供給源に連結することができる（例えば、圧縮機
、リザーバタンク又はアキュムレータなどに直接連結することができる）。いずれの場合
も、空気管２６は、空気を機関１０のシリンダ内に供給することができる。
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【００３８】
　以下により詳細に説明するように、吸気マニホールド１６は、これに連結されたさまざ
まな空気管２６に空気を分配することができる（例えば、吸気マニホールド１６内の空気
は圧縮され得る）。換言すれば、少なくとも１つの実施形態では、空気管２６を圧縮空気
供給源に連結することができる。しかし、空気管２６への圧縮空気の特定の供給が実施形
態ごとにさまざまになり得る（例えば、圧縮空気の供給源が圧縮空気タンクを含み得る）
ことを理解されたい。
【００３９】
　通常、吸気マニホールド１６は、空気を含み、これを空気管２６に分配するように構成
された筐体を形成する。一部の実施形態では、吸気マニホールド１６は、端部が閉じられ
た、全体的に管状の円筒形状を有する。しかし、吸気マニホールドが任意の数の適切な形
状及び／又はサイズ（例えば矩形の断面形状など）を有し得ることを理解されたい。いず
れの場合も、空気を吸気マニホールド１６内に供給し、それによってこれに連結された空
気管２６にさらに分配することができる。
【００４０】
　一部の実施形態では、圧縮機１８は、吸気マニホールド１６に動作可能に連結されてこ
れに空気（例えば圧縮空気）を供給し、この空気は、空気管２６を通ってシリンダ内にさ
らに分配され得る。通常、圧縮機１８は、機関１０の作動から独立して作動し得る任意の
適切な圧縮機であってよい（例えば、圧縮機１８は、電力供給されてよい）。追加的又は
代替的には、圧縮機１８を、クランク軸１３の回転によって、又はその回転から少なくと
も部分的に駆動又は作動させることができる。いずれの場合も、圧縮機１８は、空気を圧
縮し、この圧縮空気を吸気マニホールド１６に供給することができる。
【００４１】
　一部の実施形態では、機関は、空気管２６、吸気マニホールド１６、（以下により詳細
に説明する）空気噴射装置又は前述の組み合わせに供給され得る空気を圧縮するように構
成された及び／又はそれ専用の１つ以上のシリンダを含むことができる。例えば、機関は
、外側環境と流体連通し、空気管２６、吸気マニホールド１６、（以下により詳細に説明
する）空気噴射装置又は前述の組み合わせと流体連通する、１つ以上のシリンダを含むこ
とができる。対応する１つ以上のピストンは、シリンダ内で移動又は往復して空気を吸気
しその中で圧縮することができる。例えば、シリンダの内部空間を、適切な圧力に到達す
るまで実質的に封止することができ、その後、１つ以上の弁を開いて圧縮空気を空気管２
６、吸気マニホールド１６、（以下により詳細に説明する）空気噴射装置、又は前述の組
み合わせ内に及び／又はこれらに向かって流すことを可能にし得る。一実施形態では、ピ
ストンを、機関の動力ピストン（例えば、以下に説明するようにクランク軸を回転させる
ピストン）と同じようにしてクランク軸に連結することができる。換言すれば、一部の実
施形態では、圧縮機を機関と一体化することができる。
【００４２】
　１つ以上の例では、機関は、シリンダ内に供給される空気の品質を改良し得る１つ以上
のフィルタを含むことができる。例えば、ＨＥＰＡフィルタ、水分離フィルタなどを圧縮
機１８と機関のシリンダとの間（例えば、圧縮機１８と吸気マニホールド１６の間）に置
くことができる。そのようなフィルタは、機関のマニホールド１６及び／又はシリンダに
入る空気から粒子及び／又は液体を取り除くことができる。
【００４３】
　少なくとも１つの実施形態による機関は、空気をシリンダに噴射する前にその温度を決
定又は測定し得る温度センサを含むことができる。例えば、機関１０は、吸気マニホール
ド１６内の空気の温度を感知し得る温度センサ１７を含む。例示する実施形態では、機関
１０は、圧力センサ１９（例えばマニホールド絶対圧力センサ（ＭＡＰ））を含む。例え
ば、制御装置５は、圧力センサ１９及び／又は温度センサ１７からの読み取り値に少なく
とも部分的に基づいて、選択された（例えば算出された）及び／又は所定量の空気をシリ
ンダに噴射するようにして（以下に説明する）空気噴射装置を作動させることができる。
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しかし、１つ以上のセンサ機能を単一のセンサ内に含むことができ、及び／又は１つ以上
のセンサを単一の筐体内に含むことができることを理解されたい。さらに、一部の実施形
態では、機関は、（例えば、手動で及び／又は電気機械的に作動されるように）、１つ以
上の異なるセンサを含むことができ、又はセンサを全く含まなくてよい。
【００４４】
　通常、上記で述べたように、機関の燃焼室内の燃料の燃焼後、生み出された気体は、（
例えば、追加の燃料及び空気が燃焼室に入ることを可能にするために）燃焼室から放出さ
れる。例えば、シリンダ内のピストン移動は、排出気体をシリンダから、１つ以上の連結
部を通って排気マニホールド２０に放出することができる。故に、例えば、機関１０は、
排気連結を含む。より詳細には、一実施形態では、機関１０は、シリンダに動作可能に連
結された排気マニホールド２０を含み、それにより、シリンダからの排出気体は排気マニ
ホールド２０に入ることができる。
【００４５】
　以下により詳細に説明するように、１つ以上の実施形態による機関は、１つ以上の排気
弁を含むことができ、この排気弁は、シリンダから排気マニホールド内への排出気体の流
れを制御することができる。さらに、通常、排気マニホールドは、吸気マニホールドに類
似し得る。例えば、排気マニホールド２０は、気体シリンダに類似し得る管状形状及び密
封された（ｃａｐｐｅｄ）端部を有する。しかし、排気マニホールドが任意の適切な形状
及び／又はサイズを有し得ることを理解されたい。
【００４６】
　図２～３は、一実施形態による機関１０の側面図及び後面等角図をそれぞれ示す。例示
する実施形態では、排気管５０は、排気マニホールド２０を機関１０のシリンダに連結す
る。しかし、一部の例では、排出気体が、任意の数の適切な方法で（例えば排気管及び／
又は排気マニホールドに入ることなく）シリンダの１つ、一部、又はすべてを退出し得る
ことを理解されたい。１つ以上の実施形態では、機関は、本明細書に説明する排気部に加
えて及び／又はその代わりに任意の数の適切な排気システムを有することができる。
【００４７】
　例示する実施形態では、機関１０は、シリンダからの排出気体の流出を制御するために
、対応する排気管５０に動作可能に連結された排気弁５２を含む。例えば、排気弁５２は
、対応する排気管５０上に位置付けられてよく、そこを通る気体の流れを可能にし、制限
することができる。追加的又は代替的には、排気弁の１つ、一部、又はすべてを排気管５
０とシリンダの間に位置付けることができる（例えば、排気弁をシリンダの内側、シリン
ダのすぐ外側、又は別の形で排気管５０とシリンダ及び／又はシリンダヘッド１４との間
に位置付けることができる）。
【００４８】
　通常、排出気体の流出を制御するために、排気弁５２を全開位置（例えば、排気管５０
からの最も制限が小さく、又は制限されない流出）と、全閉位置（例えば、排気管５０か
らのかなり又は完全に制限された流出）との間で作動させることができる。さらに、排気
弁５２を、全開位置と全閉位置の間の任意の数の部分的に制限された位置においてシリン
ダからの流出を制限するように作動させることができる。いずれの場合も、シリンダの１
つ、一部、又は各々から排気マニホールド２０内への排出気体の流れを、電気的又は電気
機械的に、油圧、空気などで作動することができる、対応する排気弁５２によって制御し
て、排出気体がシリンダの外に流れる（例えば排気マニホールド２０に入る）ことを可能
にすることができる。一例では、排気弁５２を制御装置５から作動させることができる。
故に、排気弁５２の開放及び／又は閉鎖のタイミングは、電子制御されてよく、任意の数
の適切なパラメータ又は入力に基づくことができる。
【００４９】
　排気弁５２が閉じられたとき、対応するシリンダを実質的に封止することができ、それ
により、燃料の燃焼がその中で圧力を生み出すことができ、ピストン上に力を及ぼしこれ
らを移動させることができ、それによってクランク軸を回転させ、機関１０の機械的出力



(13) JP 2021-183842 A 2021.12.2

10

20

30

40

50

を生成する。排気弁５２は、選択的に開かれて、排出気体が燃焼中及び／又は燃焼後にシ
リンダを退出することを可能にすることができる。さらに、一部の実施形態では、負圧又
は部分真空を排気マニホールド５０内に作り出して、シリンダからの排出気体の除去を助
けることができる。いずれの場合も、排気弁５２を作動させて、燃焼中、対応するシリン
ダの１つ、一部、又はすべてにおいて封止環境を生み出し、排出気体が、燃焼中及び／又
は燃焼後にシリンダを退出することを可能にすることができる（例えば、制御装置５が排
気弁５２を作動させることができる）。
【００５０】
　１つ以上の実施形態による機関は、１つ以上のセンサ（例えば酸素センサ）を含み、こ
れによって排出気体中の酸素の存在及び／又は量を検出することができる。例えば、機関
１０は、排気管５０に取り付けられた排気又は酸素センサ５４を含み、それにより、セン
サ５４は排気管５０を通過して排気マニホールド２０に入る排出気体中の酸素の量を検出
及び／又は測定することができる。通常、機関は、任意の数の適切なセンサを含むことが
でき、このセンサは、（例えば、排出気体がシリンダから排気マニホールド内に進むとき
の）排出気体の組成、排出気体の温度などを検出及び／又は測定し得ることを理解された
い。一例では、機関１０は、排出気体の組成を検出及び／又は測定することができる、１
つ以上のいわゆる５気体センサ（例えば、二酸化炭素（ＣＯ２）、一酸化炭素（Ｃｏ）、
窒素酸化物（ＮＯｘ）などを検出又は特定するように構成されたセンサ）を含むことがで
きる。
【００５１】
　例示する実施形態では、燃料管２４は、分配レール２２に連結する。例えば、分配レー
ル２２は、燃料供給リザーバ（例えば燃料タンク）に動作可能に又は流体的に連結される
。したがって、燃料を燃料供給リザーバから分配レール２２に、その後燃料管２４内へと
分配（例えば圧送）することができる。上記で説明したように、燃料管２４から、燃料は
、機関１０のシリンダに直接噴射され得る（例えば、燃料管２４内の燃料を加圧すること
ができ、燃料噴射装置３０はシリンダへの燃料の噴射を制御することができる）。
【００５２】
　上記で説明したように、例示する実施形態では、機関１０は空気管２６を含み、空気管
２６は、機関１０のシリンダに適切な量の空気を噴射するようにサイズ設定され構成され
得る。さらに、空気管を吸気マニホールドに連結することができる（例えば、機関１０の
空気管２６は吸気マニホールド１６に連結される）。一実施形態では、吸気マニホールド
１６を、排気マニホールド２０の反対に位置付けることができる。吸気マニホールド及び
排気マニホールドを、機関に対して及び互いに対して任意の場所及び／又は配向に位置付
け得ることを理解されたい。
【００５３】
　通常、１つ以上の実施形態による機関は、シリンダの１つ、一部、又はすべてにおける
燃料の不適切な燃焼及び／又は異常燃焼を特定又は感知するための１つ以上のセンサを含
むことができる。例示する実施形態では、図２及び３に示すように、機関１０は、そのシ
リンダに関連するノックセンサ５６を含み、これによって対応するシリンダ内の燃料の異
常燃焼を検出する。例えば、制御装置５は、ノックセンサ５６から受け取られた信号に少
なくとも部分的に基づいて、噴射された燃料の量、燃料噴射のタイミング、噴射された空
気の量、空気噴射のタイミング、シリンダ内のスパークのタイミング、又はその組み合わ
せを調整することができる。さらに、本明細書に説明するセンサの１つ、一部、又はすべ
てを制御装置５に結合し、及び／又はこれによって作動させることができることを理解さ
れたい。さらに、以下により詳細に説明するように、制御装置５は、センサから受け取ら
れた信号又は情報に少なくとも部分的に基づいて、燃料圧力、燃料噴射装置、空気圧、排
気圧、空気噴射装置、スパークプラグなどを制御することができる。
【００５４】
　図４は、機関１０の部分的長手方向断面図（すなわち、機関１０の長さに沿って複数の
シリンダを通過する断面）であり、図５は、一実施形態による機関１０の横断方向断面図
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（すなわち単一のシリンダを通過し、機関１０の幅に沿ったもの）である。図４～５に示
し、上記で説明したように、機関１０は、シリンダ１５と、対応するピストン２１とを含
み、ピストン２１は、シリンダ１５内で往復し、それによってクランク軸を回転させ、機
関１０の機械的動力出力を生成することができる。
【００５５】
　上記で述べたように、往復機関の燃焼室は、シリンダ及び対応するピストンによって形
成され得る。例えば、機関１０は、シリンダ１５及び対応するピストン２１によって形成
又は画定された燃焼室２３を含む。燃焼室の実際の容積は、燃料の点火及び／又は燃焼中
（例えば、下死点と上死点の間で往復されるピストンがシリンダ内に位置するとき）その
中のピストンの位置に応じて変化し得ることを理解されたい。さらに、以下により詳細に
論じるように、燃焼室内の燃焼容積は、シリンダ内に噴射された空気の量によって決まり
得る。換言すれば、燃焼容積は、気体が大気圧であるときの燃焼室内の気体（例えば空気
）の容積となり得る。
【００５６】
　通常、燃料は、シリンダ１５に直接噴射され得る。例えば、燃料を、機関の対応するシ
リンダに開口し得る、対応する燃料ポートを通してシリンダ内に直接噴射することができ
る。例示する実施形態では、機関１０は、（例えばシリンダヘッド１４から）シリンダに
直接開口する燃料ポート３６を含む。より詳細には、燃料管２４は、燃料噴射ポート３８
内に配置された及び／又は固定された、対応する燃料噴射装置３０に連結する。一実施形
態では、燃料噴射装置３０を、燃料管２４から対応するシリンダ１５内への燃料の流れ又
は噴射を可能にする又は制限するように作動させることができる。また、機関が、燃料を
シリンダに噴射するための任意の数の適切な機構を含み得ることも理解されたい。
【００５７】
　燃料をシリンダに直接噴射することに加えて、又はその代わりに、場合によっては、空
気を機関のシリンダに直接噴射することができる。例示する実施形態では、機関１０は、
対応するシリンダ１５に（例えばシリンダヘッド１４から）開口する空気噴射ポート４０
を含む。例えば空気管２６は、１つ以上の対応する空気噴射装置３４に連結され、空気噴
射装置３４は、空気を空気噴射ポート４０から対応するシリンダ１５に直接噴射すること
ができる。場合によっては、空気噴射装置３４は、対応する空気噴射ポート４０内に位置
付けられ及び／又は固定され、このポートに空気を空気管２６から噴射するように構成さ
れ得る。上記で述べたように、制御装置は、空気噴射装置３４の作動（例えば、噴射のタ
イミング、噴射の持続時間及び／又は量など）を制御することができる。
【００５８】
　通常、空気及び／又は燃料は、任意の数の適切な角度及び／又は場所においてシリンダ
に噴射され得る。例えば、空気の少なくとも一部を、シリンダ内側で燃料と空気の混合を
容易にし得る渦巻き効果を形成するように噴射することができる。一実施形態では、空気
及び／又は燃料をシリンダヘッド内のある場所又はポートから噴射することができる（例
えば、空気を、ピストン２１の移動に対して全体的に平行な方向に沿って噴射することが
でき、ピストンは、シリンダ内側に渦巻き効果を生み出すようにして空気を方向付け得る
１つ以上のポケット又はくぼみを含むことができる）。代替的又は追加的には、空気及び
／又は燃料の少なくとも一部を、ピストン２１の移動に対して全体的に垂直の方向に沿っ
て噴射することができる。例えば、空気を、燃料噴射の場所に実質的に対向する場所にお
いて噴射することができる。さらに、空気噴射装置３４及び／又は燃料噴射装置３０が、
これに対応して複数の角度及び／又は噴射角度もしくはファンにおいて空気及び燃料を噴
射し、それによってシリンダ内側の空気及び燃料の混合を容易にし得ることを理解された
い。
【００５９】
　空気噴射装置３４は、対応するシリンダへの空気噴射を調節及び／又は制御することが
できる任意の適切な弁及び／又は測定機構（ｇａｚｉｎｇ　ｍｅｃｈａｎｉｓｍ）を含む
ことができる。一部の実施形態では、空気噴射装置３４は、燃料噴射装置（例えばＧＤＩ
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噴射装置）に類似する又は同じとすることができる。例えば、燃料噴射装置は、（例えば
、制御装置５によって）電気又は電子制御することができ、燃料供給部に（例えば、分配
レール２２などの分配要素を介して）動作可能に連結することができる、市販のＧＤＩ又
は（例えばＢｏｓｃｈによって製造される）ＦＳＩ燃料噴射装置などのＦＳＩ燃料噴射装
置、ディーゼル直噴装置などに類似する又は同じとすることができる。
【００６０】
　いずれの場合も、空気噴射装置３４は、所定の及び／又は制御された量の空気が空気管
２６から機関１０の対応するシリンダ１５に入ること可能にするように制御されるように
構成され得る。さらに、シリンダへの空気の噴射は、通常、遮られないものになり得る。
例えば、上記で指摘したように、噴射ポート４０は、シリンダ内に直接開口し、シリンダ
１５に入る空気の流れを干渉し又は妨げ得るいかなる妨害物も有さない。代替的には、一
部の実施形態では、機関は、空気をシリンダ１５内で案内及び／分配することができる１
つ以上の妨害物又は転換機構（例えば邪魔板）を含むことができる。
【００６１】
　一部の実施形態では、制御装置は、対応するシリンダ１５に噴射された空気の量（例え
ば、選択された圧力における空気の容積又は空気の質量）を調節又は制御することができ
、所定の燃焼容積を生成することができる。故に、一部の作動状態下では、制御装置は、
シリンダの容積（例えば、ピストン２１が下死点にあるときのシリンダの容積）と同じ容
積を有し得る空気の量を噴射するように空気噴射装置３４を作動させることができる。場
合によっては、制御装置５は、シリンダ１５の容積より多い容積を（例えば大気圧におい
て）有し得る空気の量を噴射するように空気噴射装置３４を作動させることができる（例
えば、それによってシリンダ１５の作動容積を増大させる）。
【００６２】
　さらに、一部の例では、制御装置５は、シリンダ１５の容積より少なくなり得る空気の
量を噴射するように空気噴射装置３４を作動させることができる（例えば、それによって
シリンダ１５の作動容積を減少させ、及び／又はシリンダ１５内で大気圧を下回る圧力を
生み出す）。シリンダ１５内の圧力を大気圧以下に低減する（例えば、作動サイクルの一
部の部分において部分真空でシリンダ１５を作動させる）ことにより、シリンダ１５に噴
射され得る燃料の蒸発が改善され又は助けられ、それによって燃焼を改良できることも理
解されたい。
【００６３】
　一部の実施形態では、図４～５に示すように、燃料噴射ポート及び／又は空気噴射ポー
ト３８、４０及び／又は対応する燃料噴射装置及び空気噴射装置３０、３４は、ピストン
２１の移動にほぼ平行に配向される。追加的又は代替的には、燃料噴射ポート及び／又は
空気噴射ポート、及び／又は対応する燃料噴射装置及び空気噴射装置は、ピストン２１の
移動に対して非平行の配向を有することができる。さらに、一部の例では、燃料噴射ポー
ト及び／又は空気噴射ポート、及び／又は対応する燃料噴射装置及び空気噴射装置をシリ
ンダの１つ以上の側壁内に配置することができる。
【００６４】
　１つ以上の実施形態では、機関のシリンダの１つ、一部、又は各々は、複数の燃料噴射
ポート及び／又は空気噴射ポートを有することができる。いずれの場合も、燃料噴射ポー
ト及び／又は空気噴射ポートは、シリンダの中心軸に対して、又はシリンダ内のピストン
の移動に対して任意の適切な配向を有することができる。したがって、燃料及び／又は空
気を、シリンダ内にそれらの適切な分配を生み出す（例えば分配を最適化する）ことがで
きるようにしてシリンダに噴射することができる。一部の例では、燃料噴射装置及び／又
は空気噴射装置は、シリンダ内の燃料及び空気の適切な分配及び／又は混合を生み出すよ
うに順次又は非同期に作動され得る。
【００６５】
　上記で述べたように、空気及び／又は燃料を、通常、遮られることなく（例えば、弁又
は機関１０の他の要素もしくは構成要素によって実質的に遮られない、対応する燃料噴射
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ポート及び空気噴射ポート３８、４０を通って）シリンダに噴射することができる。故に
、シリンダ内に噴射された空気及び／又は燃料の量を、正確に又は（弁を含む従来の機関
と比較して）より良好に制御することができる。追加的又は代替的には、燃料及び／又は
空気の噴射速度は、シリンダ内のそれらの適切な混合を生み出すように制御され得る。例
えば、燃料及び／又は空気を、噴射の任意の数の適切な順序又は段階で、及び／又は任意
の数の（シリンダに対して及び／又は互いに）適切な角度でシリンダに噴射することがで
きる。
【００６６】
　さらに、一部の実施形態では、燃料及び空気を、別個又は個々の噴射ポートを通ってシ
リンダに噴射することができ、シリンダ内で混合することができるが、本開示はそのよう
に限定されない。例えば、空気及び燃料は、同じポートからシリンダの１つ、一部、又は
すべてに入ることができる（例えば、各々のシリンダは、空気及び燃料の両方を噴射する
ための単一のポートを含むことができる）。一実施形態では、空気及び燃料を、シリンダ
内に入る前に少なくとも部分的に事前混合することができる（例えば、空気及び燃料を、
噴射ポートの近くで少なくとも部分的に事前混合することができる）。
【００６７】
　一実施形態では、機関１０は、１つ以上のスパークプラグ４６を含み、これによって対
応するシリンダ１５内で燃料－空気混合気に点火する。例えば、ねじ切りされた開口部は
、シリンダ１５に（例えばシリンダヘッド１４から）開口することができ、対応するスパ
ークプラグ４６をシリンダ１５に対して固定することができる。いずれの場合も、場合に
よっては、スパークプラグ４６を、対応するシリンダ１５内で燃料－空気混合気に点火す
るように作動させることができる（例えば、制御装置は、選択された、所定の及び／又は
調整可能なタイミングに基づいて、スパークプラグを制御し及び／又は動力を供給するこ
とができる）。
【００６８】
　１つ以上の実施形態では、機関１０のシリンダ１５の１つ、一部、又はすべては、スパ
ークプラグ４６無しで、及び／又はスパークプラグ４６の１つ、一部、又はすべてを作動
させることなく作動することができる。例えば、ディーゼルを、機関のシリンダ１５の１
つ、一部、又はすべてに噴射することができ、スパーク点火無しに点火し燃焼させること
ができる。さらに、一実施形態では、シリンダ１５の１つ又は一部は、対応するスパーク
プラグ４６からのスパークによって点火され得るガソリンを受け入れることができ、一方
でシリンダ１５の１つ又は一部は、（例えば、対応するスパークプラグ４６を作動させる
ことなく）圧縮中に燃焼され得るディーゼルを受け入れることができる。
【００６９】
　一部の例では、スパークプラグ４６をシリンダヘッド１４内で少なくとも部分的にくぼ
ませることができる。例えば、シリンダヘッド１４は、くぼみ４２を含むことができ、く
ぼみ４２は、対応するねじ切りされた開口部に連結されてよく、又はそこから延びること
ができる。上記で述べたように、スパークプラグ４６を、スパークプラグのスパーク生成
部分が対応するシリンダ１５内に延びるように、ねじ切りされた開口部にねじ込むことが
できる。
【００７０】
　上記で説明したように、シリンダ１５からの排出気体は、排気マニホールド２０内に退
出する。例示する実施形態では、機関１０は、１つ、一部、又は各々のシリンダ１５と流
体連通する排気ポート４８を含む。一部の例では、排気ポート４８は、マニホールド２０
に連結され得る、対応する排気管５０と流体連通する。故に、燃料の燃焼中に生み出され
た排出気体は、排気ポート４８を通ってシリンダ１５を退出し、排気管５０に入り、さら
に排気マニホールド２０に入ることができる。いずれの場合も、排出気体は、対応する排
気ポート４８を通ってシリンダ１５を退出することができる。
【００７１】
　場合によっては、機関１０は、排気弁５２を含むことができ、排気弁５２は、排気ポー
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ト４８における及び／又はこれを通る流れを選択的に開き及び／又は閉じることができる
（例えば、排気弁５２の１つ、一部、又はすべては、制御装置によって電気又は電子制御
され得る）。より詳細には、一部の実施形態では、排気弁５２を閉じることにより、（例
えば燃料の燃焼中）対応するシリンダ１５内に少なくとも部分的に封止された又は密封性
の環境がもたらされる。これとは反対に、排気弁５２を開くことにより、対応するシリン
ダ１５内の排出気体がそこから退出する及び／又は引き出されることが可能になる。
【００７２】
　機関及び／又はその構成要素又は要素の作動もまた、概略的に表され得る。例えば、機
関は、図６に示すブロック図で概略的に表される、燃料システム９０ａを含むことができ
、又はこれに連結され得る。上記で述べたように、機関は、任意の数のシリンダを含むこ
とができ、この数は実施形態に応じてさまざまになり得る。説明を容易にするために、図
６のブロック図は、４つのシリンダ機関に含まれる、又はこれに連結される燃料システム
９０ａを例示する。
【００７３】
　一実施形態では、燃料システム９０ａ内の燃料は、ポンプ６０ａによって燃料タンク５
８ａから圧送される。一部の実施形態では、燃料を、任意の数の適切なデバイス又は構成
によって燃料タンクから進めることができる（例えば、燃料を燃料タンクから重力により
送ることができる）ことを理解されたい。追加的又は代替的には、例示する実施形態では
、燃料システム９０ａは、（例えば燃料と流体連通する）圧力センサ６２ａを含み、これ
によって（例えば、燃料が燃料ポンプ６０ａを退出した直後に）燃料管内の燃料の圧力を
測定する。
【００７４】
　一実施形態では、燃料ポンプ６０ａは、分配レール２２ａと流体連通しており、燃料を
分配レール２２ａ内に圧送することができる。上記で説明したように、分配レール２２ａ
は、燃料管２４ａに入る燃料に連結され、燃料をその燃料管に分配することができる。燃
料管２４ａは、燃料を対応するシリンダ機関に向かって及び／又はその中に分配すること
ができる。一実施形態では、燃料システム９０ａは、燃料圧力調節装置６４ａを含み、燃
料圧力調節装置６４ａは、燃料管２４ａ及び／又は分配レール２２ａ内の圧力を調節する
ことができる。例えば、燃料圧力調節装置６４ａは、燃料レール２２ａ及び／又は燃料管
２４ａ内にほぼ一定の圧力を維持することを容易にすることができる。
【００７５】
　場合によっては、燃料圧力調節装置６４ａは、管内及び／又は分配レール２２ａ内の燃
料圧力を解放又は低減して、その中に適切な及び／又は選択された及び／又は所定の圧力
を生み出すことができる。例えば、燃料圧力調節装置６４ａは、一部の燃料が分配レール
２２ａを退出することを可能にすることによって分配レール２２ａ内の圧力を低減するこ
とができる。一部の実施形態では、分配レール２２ａを退出する燃料は、（例えば戻りラ
イン６６ａに沿って）燃料タンク５８ａに戻るように流れることができ、又は圧送され得
る。
【００７６】
　少なくとも１つの実施形態では、燃料システム９０ａは、機関のシリンダに至る燃料管
２４ａに対応する１つ以上の燃料センサ２８ａを含む。例えば、燃料センサ２８ａは、燃
料管２４ａ内の燃料タイプを検出することができる。また、上記で説明したように、燃料
を、燃料噴射装置３０ａによって又はこれを通してシリンダに噴射することができる。例
えば、制御装置は、選択された及び／又は所定量の燃料が機関のそれぞれのシリンダに入
るように燃料噴射装置３０ａが開いたままである時間の長さを決定することができる。制
御装置はまた、燃料噴射装置３０ａの任意のものを常時及び（例えば各々のシリンダに合
わせた燃料のカスタマイズされた噴射を生み出すために）任意の時間の間作動させること
ができることも理解されたい。さらに、制御装置は、燃料センサ２８ａの１つ、一部、又
はすべてからの信号又は読み取り値に少なくとも部分的に基づいて、燃料噴射装置３０ａ
を作動させることができる。
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【００７７】
　一部の実施形態では、燃料圧力調節装置を、分配レール２２の後に（例えば燃料の流れ
の下流側に）順次配置することができるが、本開示はそのように限定されない。図７は、
１つ以上の実施形態による燃料システム９０ｂの概略ブロック図である。図７に示すよう
に、少なくとも１つの例では、燃料圧力調節装置６４ｂは、分配レール２２ｂと圧縮気体
タンク５８ｂの間に配置される（例えば、圧縮気体燃料が圧縮気体タンク５８ｂ内に配置
され得る）。一実施形態では、圧縮気体タンク５８ｂ内の燃料を、（液相である場合）燃
料ポンプによって、又は（気体相である場合）圧縮機によって加圧することができ、圧縮
気体タンク５８ｂ内でほぼ一定の、及び／又は選択された及び／又は所定の圧力に維持す
ることができる。さらに、一部の実施形態では、燃料システム９０ｂは、（例えば分配レ
ール内、燃料管内などの）燃料をほぼ一定の圧力に維持するための１つ以上の機構を含む
ことができる。
【００７８】
　燃料圧力調節装置６４ｂは、圧縮気体タンク５８ｂから分配レール２２ｂに入る燃料流
れを生み出し、又は生成するように、制御装置によって（例えば、圧力センサ６２ｂから
の信号又は情報に少なくとも部分的に基づいて制御装置によって調節されるように）作動
され得る。例えば、燃料圧力調節装置６４ｂは、分配レール２２ｂ内及び／又は燃料管２
４ｂ内の燃料がほぼ一定の圧力であるようにして作動され得る。
【００７９】
　上記で説明したように、機関は、空気噴射システムを含むことができ、又はこれに連結
することができる。図８は、一実施形態による空気噴射システム９５の概略ブロック図を
例示する。例示する実施形態では、空気噴射システム９５は、圧縮機１８ｃを含み、圧縮
機１８ｃは、（例えば大気圧の）空気を引き入れ、（例えば大気圧より大きい圧力の）加
圧された空気を出力することができる。一部の実施形態では、空気噴射システム９５は、
空気圧縮機１８ｃの出力空気圧を検出することができる第１の空気圧センサ６８を含む。
故に、制御装置は、空気圧センサからの読み取り値又は信号に少なくとも部分的に基づい
て、圧縮機１８ｃの作動を調節することができる。
【００８０】
　一部の例では、空気噴射システム９５は、空気圧縮機１８ｃと吸気マニホールド１６ｃ
の間の圧力を調節することができる空気圧調節装置７０を含む。例えば、空気圧調節装置
７０を、選択された及び／又は所定の圧力に設定することができ、又は機関１０ｃの作動
中（例えば制御装置によって）動的に及び／又は自動的に調整することができる。少なく
とも１つの実施形態では、空気噴射システム９５は、吸気マニホールド１６内の空気圧を
確認し得る第２の空気圧センサ７２を含む。例えば、制御装置は、第２の空気圧センサ７
２からの読み取り値又は情報に少なくとも部分的に基づいて、空気圧調節装置７０を調整
し、それによって選択された、所定の及び／又は適切な圧力を吸気マニホールド１６ｃ内
、及び空気を機関１０の対応するシリンダに供給する空気管２６ｃ内に生み出すことがで
きる。一実施形態では、吸気マニホールド１６ｃ内及び／又は空気管２６ｃ内の空気をほ
ぼ一定の圧力に維持することができる。
【００８１】
　１つ以上の実施形態では、機関のシリンダへの空気噴射を、空気噴射装置３４ｃによっ
て制御及び／又は調節することができる。上記で説明したように、空気噴射装置３４ｃは
、機関サイクル中の任意の１つ以上の時に空気管２６ｃから対応するシリンダに噴射され
る空気の量を制御することができる。例えば、制御装置は、空気噴射装置３４ｃの１つ、
一部、又はすべてを任意の適切な時に任意の適切な時間の間作動させて、空気管２６ｃか
らの適切な又は選択された及び／又は所定量の空気を対応する空気噴射装置３４ｃを通し
て流し、機関１０ｃのシリンダに噴射することを可能にすることができる。
【００８２】
　一部の実施形態では、機関は、圧縮空気を使用してこれに動力供給する時間の間アイド
ル状態になり得る。換言すれば、クランク軸の回転を生み出す流れでピストンを下方向に



(19) JP 2021-183842 A 2021.12.2

10

20

30

40

50

強制するようにして空気噴射装置３４ｃを順次作動させることによって、圧縮空気をシリ
ンダに噴射することができる。一例では、圧縮空気を使用して、（例えば、開始装置が動
作不能である、又はバッテリ電力が開始装置に利用できない場合）機関を開始し、又は開
始するのを助けることができる。例えば、加圧空気を含み得るタンク（例えばリザーバタ
ンク）から圧縮空気を供給することができる。さらに、一部の例では、機関の作動中、空
気を連続的にタンクに加え及び／又はタンクから（例えば、圧縮空気を生み出し得る機関
の作動から、及び／又は空気圧縮機から）循環させることができる。
【００８３】
　上記で述べたように、機関１０ｃは、排気システムを含むことができ、又はこれに連結
され得る。例えば、シリンダからの排気は、対応する排気管５０ｃに入ることができ、排
気マニホールド２０ｃ内に流れることができる。一部の実施形態では、排気マニホールド
２０ｃを、排気システムの１つ以上の追加の構成要素又は要素（例えば触媒コンバータ、
消音器など）に連結することができる。
【００８４】
　一実施形態では、空気噴射装置、燃料噴射装置、排気弁、又はその組み合わせの１つ、
一部、又はすべてを出力軸から（例えばクランク軸から）機械的に分離し、又は連結解除
することができ、及び／又は制御装置によって（直接的又は作動のための命令を提供する
などによって間接的を含んで）作動させることができる。通常、制御装置は、プログラム
可能となり得る、任意の適切な汎用の又は特殊目的のコンピューティングデバイスであっ
てよい。例えば、制御装置は、１つ以上のプロセッサと、プロセッサに動作可能に結合さ
れたメモリ（例えば記憶メモリ、ＲＡＭなど）と、命令又は信号を受け取り、送るための
入力／出力（Ｉ／Ｏ）インターフェースとを含むことができる。いずれの場合も、制御装
置は、（例えば本明細書に説明するセンサからの情報又は信号に少なくとも部分的に基づ
いて）機関の１つ以上の要素又は構成要素を作動させるように構成され得る。
【００８５】
　一実施形態では、制御装置は、任意の数の適切なパラメータ及び／又は入力に基づいて
、燃料噴射装置、空気噴射装置、排気弁、又はその組み合わせの作動を調節することがで
きる。一実施形態では、機関又は燃焼システムは、スロットル指示器（例えばガスペダル
）の位置の変化を検出することができる、スロットル位置センサを含むことができ、及び
／又はこれに連結され得る。さらに、クランク軸位置センサは、クランク軸の位置を検出
することができ、クランク軸位置についての情報を制御装置に提供することができる（ク
ランク軸の位置に基づいて、制御装置は、機関のシリンダの１つ、一部、又はすべて内の
ピストンのそれぞれの位置を決定することができる）。いずれのケースも、任意の数の適
切なパラメータ及び／又は入力に基づいて、制御装置は、機関又はその任意の部分の作動
を調整することができる（例えば、シリンダの１つ又は一部への燃料及び／又は空気の供
給は、他のシリンダの１つ又は一部とは異なることができ、及び／又はシリンダの任意の
１つ又は一部を常に動作不能にすることができる）。
【００８６】
　１つ以上の実施形態により、燃料噴射装置及び空気噴射装置の作動及びこれらが作動さ
れた、又は開いたままである時間が、燃料及び／又は空気を各々のシリンダに段階的に提
供するようにして制御され得ることを理解されたい。例えば、ピストンがその上方向行程
を完了した後（例えば上死点）かつピストンが下り行程中下るときに、燃料及び／空気の
第１の充填を、ピストンの第１の位置においてもたらすことができる。下り行程中ピスト
ンがさらに下るとき、燃料及び／又は空気の１つ以上の追加の充填を、ピストンが下方向
行程の末端（例えば下死点）に到達する前の、ピストンの１つ以上の追加の位置において
シリンダ内にもたらすことができる。さらに、燃料及び／又は空気の追加又は代替の充填
は、ピストンが上死点又は下死点に到達する前にシリンダ内に供給され得る（例えば、さ
まざまな構成及び段階設定により、種々の燃料の燃焼特性に対して調整可能であるように
機関を構成することができる）。
【００８７】
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　一部の例では、機関は、（例えば、２行程サイクルで機関を作動させることによって）
短時間の動力の急増をもたらすように作動され得る。例えば、燃料及び空気を、（４行程
サイクルの隔行程ごとの代わりに）ピストンが下方向行程を開始する度に噴射することが
できる。さらに、任意の１つ以上のシリンダが、機関からの動力出力の急増を生成するよ
うに２行程サイクルで作動され得る。
【００８８】
　上記で説明したように、通常、内燃機関は、少なくとも１つの燃焼室と、燃焼室内の燃
料の燃焼に応答して回転可能な出力軸とを含む。例えば、内燃機関は、燃焼室内の燃料の
燃焼中に生み出されたエネルギーを、出力軸における機械的出力に変換する（例えば、燃
焼室内の圧力上昇を出力軸の回転に変換する）ためのエネルギー変換機構を含むことがで
きる。一実施形態では、燃料及び酸化剤は、燃焼室内に噴射され、燃焼反応がその中で圧
力上昇を生み出す。エネルギー変換機構は、燃焼室内の上昇した圧力を、出力軸（例えば
、シリンダ内で移動可能であり、出力軸に連結されたピストン、出力軸に連結されたハウ
ジング及び回転可能なロータなど）の回転などの機械的エネルギーに変換するように構成
される。
【００８９】
　いずれの場合も、１つ以上の実施形態では、制御装置又は制御システムは、燃料及び／
又は空気の燃焼室内の噴射を制御することによって、及び／又は燃焼室からの排気を制御
することによって、内燃機関の作動を制御することができる。例えば、制御装置は、それ
ぞれ燃料及び酸化剤を機関の燃焼室（例えばシリンダ）に噴射することができる１つ以上
の燃料噴射装置及び／又は１つ以上の空気噴射装置と、排気が対応する燃焼室を退出する
ことを防止する又は可能にすることができる排気弁とを含み得る機関を制御することがで
きる。以下により詳細に説明するように、少なくとも１つの実施形態では、燃料噴射装置
、空気噴射装置、排気弁、又はそれらの組み合わせは、出力軸から機械的に分離され、又
は連結解除され、制御装置によって作動させることができる。また、通常、シリンダ内に
噴射された燃料及び／又は空気の量並びにそのような噴射のタイミングを制御することに
より、機関に適切な任意の数の作動状態を生み出すことができる。
【００９０】
　一部の実施形態では、制御装置は、機関の１つ以上の要素又は構成要素に動作可能に連
結されてよく、及び／又はその作動を制御又は作動させることができる。例えば、制御装
置を含む制御システムは、さまざまな入力を制御装置に提供し得る任意の数の適切なセン
サを含むことができる。一部の例では、制御システムは、制御装置に結合された１つ以上
の入力インターフェースデバイス（例えば、ユーザインターフェースを含むデバイス）を
含み、それにより、制御装置は、そこから入力（例えば、ユーザによって提供され得る及
び／又は機関の作動パラメータに関し得る入力）を受け取ることができる。故に、制御装
置は、１つ以上の入力を受け取ることができ、機関（及び／又は機関に連結された要素又
は構成要素）を（直接的又は間接的に）作動させ、それによって機関の作動を改変するこ
とができる。例えば、制御装置は、動力出力、出力軸の１分あたりの回転数（ＲＰＭ）、
出力軸の回転方向、燃焼効率、燃焼容積、前述の組み合わせなどを変更及び／又は最適化
するように機関の作動を改変又は調整することができる。
【００９１】
　１つ以上の実施形態では、制御システムは、１つ以上の作動入力（例えば機関のユーザ
からの入力）に基づいて、機関のシリンダ内に噴射される燃料及び／又は空気の量を決定
又は算出することができる。例えば、作動入力は、動力出力要件、出力軸のＲＰＭ、燃焼
容積などに関する入力を含むことができ、制御システムは、作動入力に対応する機関の作
動を達成する、又は生み出すための、機関要素及び／又は構成要素のパラメータを決定す
ることができる。例えば、以下により詳細に説明するように、制御装置は、シリンダに噴
射する燃料及び／又は空気の量及び／又はそのような噴射のタイミング、シリンダ内の空
気－燃料混合気の点火のタイミング、排気弁の開放のタイミング及び持続時間などを決定
することができる。
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【００９２】
　通常、内燃機関は、ガソリン（ペトロール）、エタノール、ディーゼル、液化天然ガス
（ＬＮＧ）、液化天然石油ガス（ＬＧＰ）、水素などの任意の適切なタイプの燃料を燃焼
させることができる。さらに、酸素などの任意の適切な酸化剤が、燃料の燃焼を容易にす
る及び／又は促進することができる。
【００９３】
　上記で論じたように、（例えば図１に示すような）燃焼機関１０は、一実施形態により
、コンピュータ制御され、制御装置５に動作可能に結合され得る。再度、機関は、上記で
論じたように任意の数のシリンダ及び任意の数の適切なシリンダ配置（例えば、Ｖ字、回
転式、ボクサー型など）を有し得ることを理解されたい。
【００９４】
　上記で説明したように、燃料及び／又は空気は、機関１０のシリンダに直接噴射され得
る。例えば、機関１０は、機関１０の対応するシリンダに関連付けられた燃料噴射装置３
０及び空気噴射装置２６（図４）を含む。一部の実施形態では、制御装置５は、燃料噴射
装置３０及び／又は空気噴射装置２６を（直接的に、又は作動のための指示を提供するな
どによって間接的に作動させることを含んで）作動させ、これは以下により詳細に説明す
る。
【００９５】
　上記で説明したように、空気噴射装置２６を、空気又は任意の数の適切な酸化剤の任意
の数の供給源又は供給部に連結することができる。１つ以上の実施形態では、空気噴射装
置２６は、空気吸気マニホールド１６に連結する。例えば、空気吸気マニホールド１６は
、空気を含むことができ、及び／又は空気（例えば圧縮空気）を、（例えば、空気噴射装
置２６と吸気マニホールド１６の間の１つ以上の対応する空気管を介して）空気噴射装置
２６に分配することができる。一部の実施形態では、空気吸気マニホールド１６は、圧縮
空気を空気吸気マニホールド内に供給し得る圧縮機１８と流体連通することができる。同
じようにして、燃料噴射装置３０を燃料の供給部に連結することができる（例えば、燃料
ポンプが燃料を燃料噴射装置３０に又はこれに向かって供給することができる）。
【００９６】
　１つ以上の実施形態では、制御装置５は、燃料噴射装置３０及び／又は空気噴射装置２
６を、（直接的に、又は作動のための命令を提供するなどによって間接的に）作動させ、
これは以下により詳細に説明する。例えば、燃焼機関１０の排気弁５２を制御装置５に動
作可能に結合し、それによって開位置と閉位置の間で作動させることができ、それにより
、開位置では、排気は、燃焼中及び／又は燃焼後にシリンダを退出することができ、閉位
置では、排気弁５２は、排気が対応するシリンダを退出することを少なくとも部分的に防
止する。さらに、上記で述べたように、制御装置５は、１つ以上のセンサに連結されてよ
く、このセンサは、機関１０の作動について及び／又は機関１０の作動のための作動パラ
メータについての情報を提供することができる。いくつかの実施形態では、オクタン又は
燃料のセンサが、制御装置５に連結され、燃料噴射装置３０に向かって又は燃料噴射装置
に流れる燃料と接触して位置付けられる（図４）。故に、制御装置５は、機関１０のシリ
ンダに向かって及び／又はシリンダに流れる燃料に関する情報又は信号を受け取ることが
できる。
【００９７】
　制御装置５はまた、機関１０のシリンダに供給されている酸化剤についての情報を提供
することができる１つ以上のセンサに連結され得る。例えば、機関１０は、制御装置５に
連結され、吸気マニホールド１６内の空気と連通する、圧力及び／又は温度センサ１７を
含むことができる。同様に、制御装置５を、機関１０の１つ以上のシリンダを退出する排
気についての情報を提供することができる、１つ以上のセンサに連結することができる。
【００９８】
　一実施形態では、機関１０は、排気センサ５４を含み、排気センサ５４は、機関１０の
対応するシリンダを退出する排気と連通し、制御装置５に連結される。例えば排気センサ
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５４は、機関１０の対応するシリンダを退出する排出気体内に存在する酸素の量を検出又
は決定することができる。さらに、一部の例では、制御装置５を、入来する空気（例えば
、吸気マニホールド１６内、吸気マニホールド１６を空気噴射装置２６に連結する空気管
内の空気）と連通する１つ以上の酸素センサに連結することができる。故に、制御装置は
、機関１０の燃焼室に向かって流れる空気中の酸素成分又は濃度、又は噴射に関する入力
又は信号を受け取ることができる。
【００９９】
　以下により詳細に説明するように、制御装置は、任意の数の適切なセンサ、例えば出力
軸に連結された位置センサ、ノックセンサ、スロットル位置センサなどに連結されてよく
、及び／又はそこからの情報を受け取ることができる。さらに、一部の例では、制御装置
は、機関に非関連になり得るセンサ及び／又は入力デバイスから入力を受け取ることがで
きる。いずれの場合も、制御装置は、制御装置に連結されたセンサから受け取られた情報
又は信号に少なくとも部分的に基づいて、空気噴射装置、燃料噴射装置、排気弁、又はそ
れらの組み合わせを作動させることができる。
【０１００】
　図９は、少なくとも１つの実施形態による、内燃機関内の燃焼及び／又はその作動を制
御することができる、制御システムの制御装置によって実施され得る作動又は動作の流れ
図を示す。一実施形態では、制御装置は、機関の作動パラメータに関する１つ以上の作動
入力を受け取る動作１００を実施又は実行する。例えば、制御装置は、機関によって生み
出された動力出力及び／又はＲＰＭに関する入力又は情報（例えば、機関クランク軸のＲ
ＰＭを増大させる要求）を受け取ることができる。通常、入力は、任意の数の適切な方法
で及び／又は任意の数の適切な入力インターフェース及び／又は入力インターフェースデ
バイスから制御装置に提供又は供給され得る。例えば、車両では、入力インターフェース
デバイスはスロットル（例えば、スロットルペダル、レバー、ハンドルなど）とすること
ができる。
【０１０１】
　場合によっては、１つ以上のセンサ（例えば位置センサ）が、スロットルから入力を受
け取り、変換された入力（例えばスロットルの変位）を制御システムに送信することがで
きる。故に、例えば、スロットルペダルの変位（例えばユーザからの入力）を、ユーザに
よって生み出されるスロットルペダルの変位の量を制御装置に表示し得る、対応する入力
にデジタル化又は変換することができ、この入力は、制御装置に送信され又は送られる。
場合によっては、（スロットルペダルに結合されたセンサからの信号又は入力によって表
示されるような）スロットペダルの変位は、ＲＰＭ、動力出力などの機関の１つ以上の作
動パラメータを用いて制御装置によって処理され及び／又は関連付けられ得る。
【０１０２】
　また、スロットルペダルの変位をデジタル化することができるため、変位の組み合わせ
又はパターン（例えば、複数の短い変位、複数の長い変位、その組み合わせなど）が、機
関の特定の作動パラメータを用いて制御装置によって相関され得る。例えば、２つの長い
変位を、制御装置によって、機関の動力出力又はＲＰＭの選択された及び／又は所定の動
力出力又は割合増に相関することができる。いずれの場合も、制御装置は、機関の所望の
又は要求された動力出力及び／又はＲＰＭに関する１つ以上の入力を受け取ることができ
る。
【０１０３】
　代替又は追加の実施形態では、制御装置は、要求された燃焼容積の入力を受け取ること
ができる。例えば、適切な入力インターフェースは、ダイヤル、キー付きインターフェー
ス、タッチパッド、前述の組み合わせなどを含むことができる。いずれのケースも、入力
インターフェースは、機関の所望の又は要求された燃焼容積の入力を容易にすることがで
き、これらの入力を制御装置に送り、又は送信することができる。一部の実施形態では、
作動パラメータに関する入力は、機関によって生み出される、要求音（例えば、周波数、
音調など）を含むことができる。例えば、インターフェースは、音のオプション（例えば
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、さまざまな機関又は機関モデルの音）を提供又は表示し、そのようなオプションの選択
を受け取ることができる。インターフェースは、機関の作動パラメータに関する入力とし
てそのような選択を制御装置に送信することができる。
【０１０４】
　さらに、１つ以上の実施形態では、入力は、機関の１つ以上の作動パラメータに間接的
に関することができる。例えば、機関は、機関駆動車両内に含まれ得る。故に、例えば、
入力は、車両の速度に関することができ、この速度は、車両の配向（例えば上に傾く、下
に傾くなど）、車両の操作、気象条件などに応じて決まり得る。そのような例では、入力
インターフェースデバイス（例えばクルーズ制御）からの入力は、クランク軸のＲＰＭな
どの機関の作動パラメータに関し得る１つ以上のパラメータ又は入力に変換又は転換され
得る。
【０１０５】
　一部の実施形態では、入力（例えば、機関の作動パラメータに間接的に関し得る入力）
は、機関に対する予想される動力要件に関することができ、及び／又は少なくとも部分的
に基づくことができる。例えば、機関駆動式車両の機関を制御するための作動入力は、車
両及びその貨物の重量、予想される又は計画されるルート（例えば、上り坂、下り坂、曲
がるなど）などに関することができ、及び／又は少なくとも部分的に基づくことができる
。故に、以下により詳細に説明するように、制御装置は、そのような入力を機関の作動パ
ラメータに相関することができる。
【０１０６】
　一部の実施形態では、作動入力は、機関のシリンダ内に供給される特定のタイプの燃料
及び／又は酸化剤を特定することを含むことができる。例えば、入力は燃料タイプ及び酸
化剤の組み合わせの選択又は入力を含むことができ、これらの選択又は入力は、制御装置
に結合され得る任意の適切なインターフェースを介して受け取られ得る。追加的又は代替
的には、燃料及び／又は酸化剤のタイプに関する入力は、１つ以上のセンサから受け取ら
れ得る。一部の実施形態では、制御装置は、１つ以上のセンサから入力を受け取る動作１
１０を実施又は実行する。例えば、制御装置は、燃料及び／又は酸化剤センサから入力を
受け取ることができる。場合に応じて、説明は「シリンダ」又は「複数のシリンダ」を指
しているが、そのような参照は、簡易化するために行われ、機関は、上記で説明したよう
に、任意の適切な燃焼室（複数可）を含み得ることを理解されたい。
【０１０７】
　少なくとも１つの実施形態では、制御装置は、１つ以上の空気圧センサから入力を受け
取ることができ、これら入力は、共同して空気（又は他の酸化剤）をシリンダ内に供給し
得る、空気管及び／又は空気吸気マニホールド内の圧力を表示することができる。換言す
れば、制御装置は、シリンダ内に（例えば弁の介入無く）直接的に強制又は噴射され得る
空気の圧力又は圧縮割合についての情報を受け取ることができる。場合によっては、制御
装置はまた、空気管と連通する、及び／又は空気吸気マニホールドと連通する追加又は代
替のセンサから入力を受け取ることもできる。そのようなセンサは、空気管内の酸化剤の
タイプ及び／又はその量（例えば、空気中に存在する酸素の割合）を特定することができ
る。さらに、一部の例では、制御装置は、１つ以上の排気センサから入力を受け取ること
ができる。例えば、排気センサは、機関のシリンダを退出する排出気体中の酸素成分に関
する入力を提供することができる。
【０１０８】
　一実施形態では、制御装置は、シリンダに供給されている燃料のタイプを特定し得る燃
料センサからの入力を受け取ることができる。例えば、燃料センサは、燃料と連通するこ
とができ、そのタイプを特定することができる（例えば、ガソリン、ディーゼル、水素、
天然ガス、プロパンなどを見分ける）。場合によっては、１つ以上のセンサはまた、（例
えば、燃料管内、燃料噴射装置の近くなどの）燃料の圧力を決定又は特定することができ
る。
【０１０９】
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　一部の実施形態では、制御装置は、機関温度、空気温度、燃料温度などに関する入力又
は信号を受け取ることができる。例えば、制御装置は、機関の１つ以上の部分と熱連通す
る１つ以上のセンサ（例えば熱電対）から、機関の温度に関連する情報を受け取ることが
できる。追加又は代替の実施形態では、制御装置は、機関のクランク軸の回転速度（ＲＰ
Ｍ）及び／又は位置についての入力を受け取ることができる。例えば、１つ以上のエンコ
ーダ又は類似のセンサがクランク軸に連結されてよく、クランク軸の回転位置及びその回
転速度を決定することができる。さらに、一例では、エンコーダは、絶対エンコーダとす
ることができ、クランク軸の位置に関する位置情報を維持することができる。故に、例え
ば、エンコーダは、これに電力を供給することなく位置情報を維持することができ、その
ような情報に関する入力をクランク軸の回転無しに（例えば機関が稼働する前に）制御装
置に送信することができる。エンコーダは、任意の適切な分解能（例えば、１度、１／２
度、１／４度など）を有することができ、それにより、制御装置は、１度ごと、１／２度
ごと、１／４度などごとにクランク軸の回転に関する情報又は信号を受け取ることを理解
されたい。代替的又は追加的には、制御装置は、クランク軸の回転の１／４回転ごと（例
えば９０度ごと）に関する情報又は信号を受け取ることができる。
【０１１０】
　上記で説明したように、少なくとも１つの例では、機関は、車両に動力供給することが
できる。故に、場合によっては、制御装置は、そのような車両の作動状態に関し得る入力
を１つ以上のセンサから受け取ることができる。例えば、そのようなセンサ（例えば加速
度計、ジャイロスコープなど）は、傾いた又は上り坂移動、下に傾いた又は下り坂移動、
回転、枢動などの車両の移動に関し得る入力を制御装置に送信することができる。
【０１１１】
　一実施形態では、センサは、機関によって動力供給される車両に対する全地球測位座標
系を提供することができる、全地球測位システム（ＧＰＳ）を含むことができる。故に、
例えば、以下により詳細に説明するように、制御装置は、ＧＰＳから受け取られた入力に
少なくとも部分的に基づいて、車両の移動を推定することができる。例えば、制御装置は
、全地球測位座標系及び／又はその変更を、地図上の位置に相関することができ、地図上
の車両の場所及び地図に対するそのような車両の移動を決定することができる。
【０１１２】
　１つ以上の実施形態では、制御装置は、機関の１つ以上の燃焼室に（例えば機関の１つ
以上のシリンダに）噴射する空気の量を決定する動作１２０を実施又は実行する。より詳
細には、例えば、制御装置は、センサから受け取られた情報又は読み取り値に基づいて、
及び／又は機関の作動パラメータに関する、受け取られた入力に基づいて、燃焼室に噴射
する空気の量を決定することができる。場合によっては、制御装置は、１つ以上のアルゴ
リズム、テーブル、データベース、又はその組み合わせを参照して、シリンダに噴射する
空気の量を決定することができる。
【０１１３】
　上記で述べたように、制御装置は、１つ以上の入力を機関の作動パラメータに相関する
ことができる。特に、制御装置は、１つ以上のユーザ、センサなどから受け取られた入力
を、機関の作動パラメータに相関することができる。例えば、制御装置は、ＧＰＳからの
入力を処理して、機関を含む車両の場所及び／又はその現在の及び予想される移動（例え
ば、上り坂、下り坂）を決定することができる。車両の場所及び現在及び／又は予想され
る移動に基づいて、制御装置は、機関の１つ以上の作動パラメータを決定することができ
る。例えば、制御装置は、車両の現在の及び／又は予想される移動に基づいて、及び／又
は現在の及び予想される負荷及び／又は動力要件を相関することに基づいて、機関の燃焼
容積を決定又は算出することができる（例えば、制御装置は、燃焼容積の増大を決定して
、車両のルート内の予想される傾きに基づいて現在のＲＰＭを維持することができる）。
一部の例では、制御装置は、１つ以上の追加又は代替のパラメータ（例えば、許容可能な
排出物に関する現地法又は条例）に基づいて燃焼容積を決定することができる。例えば、
現地法又は条例に基づいて、及びＧＰＳからの入力に基づいて、制御装置は、燃焼容積を
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（例えば、燃焼容積が大気圧以下の圧力になるようにシリンダの内部容積未満に）低減す
るよう決定することができる。
【０１１４】
　一部の実施形態では、制御装置はテーブル、チャート、１つ以上の公式又はアルゴリズ
ムなどを参照し、これらは、燃料及び空気の選択された及び／又は所定量を、機関のクラ
ンク軸において生み出される１分あたりの回転（ＲＰＭ）に相関することができる。その
ようなテーブルは、実施形態ごと及び機関ごとにさまざまになり得ることを理解されたい
。しかし、いずれの場合も、そのようなテーブルに少なくとも部分的に基づいて、制御装
置は、シリンダに噴射する空気の量を決定することができる。
【０１１５】
　例えば、上記で述べたように、制御装置は、機関のクランク軸のＲＰＭなどの、機関の
要求される作動パラメータに関する入力を受け取ることができる。追加的又は代替的には
、上記で指摘したように、制御装置は、任意の数の適切な入力を受け取ることができ、こ
の入力を機関の作動パラメータに変換する及び／又は相関することができる。一実施形態
では、そのような入力に基づいて、制御装置は、シリンダに噴射される空気の量を決定す
ることができる。例えば、制御装置は、要求されたＲＰＭを生み出すための燃料の量を最
小限に抑え、それによってシリンダ内の希薄燃焼を生み出すための空気の最適な量を（例
えばユーザの好みに基づいて）選択又は決定することができ、これは以下により詳細に説
明する。
【０１１６】
　従来の機関は、シリンダに入る空気の量を正確に制御することができないため、一般的
な従来の制御装置は、空気吸気機構（例えばスロットル、ターボなど）を調整して、要求
されたＲＰＭを達成し得る。少なくとも１つの実施形態では、シリンダ内に（例えば、選
択された及び／又は所定の空気量をシリンダに直接噴射することによって）噴射される空
気の量を正確に制御することにより、選択された及び／又は所定のＲＰＭを、そのような
噴射又は一連の噴射に基づいて生み出すことが容易にされ得る。換言すれば、制御装置は
、シリンダなどの燃焼室に噴射する空気の特有の量を決定し、選択された、所定の、及び
／又は要求されたＲＰＭ出力を生み出すことができ、これに対して従来の調整は、（例え
ば、従来の制御装置は、シリンダに入る空気の正確な量についての情報を有することがで
きないために）ＲＰＭに基づいて行われる、シリンダへの空気供給に対する調整である。
【０１１７】
　同様に、上記で述べたように、制御装置は、１つ以上のシリンダの要求された容積に関
する１つ以上の入力を受け取ることができる。例えば、制御装置は、シリンダの実際の燃
焼容積を（例えば１００％、２００％など）増大させる又は（例えば２０％、４０％、５
０％など）低減する要求を受け取ることができる。そのような要求に基づいて、制御装置
は、シリンダに噴射する空気の量又は体積を決定することができる。場合によっては、噴
射される空気の決定された量が、シリンダの実際の量より少なくなり得る（例えば、大気
圧において、シリンダに噴射される空気の量は、シリンダの量より少なくなり得る）こと
を理解されたい。
【０１１８】
　一部の例では、制御装置は、各々の特有のシリンダに独立的に噴射する空気の量を決定
することができる。例えば、制御装置は、１つ以上のシリンダに供給される空気の量を低
減することができ、それによって燃焼容積を低減する。代替的又は追加的には、制御装置
は、燃料節約の向上などのために希薄燃焼を生み出すために（燃料の供給の低減に基づい
て）１つ以上のシリンダ内の空気供給を増大させるよう決定することができる。場合によ
っては、希薄燃焼は、より高い燃焼温度を有することができ、それによって機関温度の上
昇をもたらすことができることを理解されたい。制御装置は、１つ以上のシリンダ内に希
薄燃焼を選択的に生み出し、機関を過熱する及び／又はその要素又は構成要素に損傷を与
えることを回避できるようにして、（例えば、１つ以上の温度センサからの温度入力に基
づいて）希薄燃焼を生み出すシリンダを定期的に変更するよう決定することができる。
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【０１１９】
　場合によっては、制御装置は、１つ以上の排気センサからの入力に基づいて、シリンダ
に噴射される空気の量を調整することができる。例えば、制御装置は、排出気体中の酸素
の量を特定する入力を受け取ることができる。したがって、制御装置は、排気中に存在す
る酸素の量に基づいて、事前に決定された空気の量を調整することができる。さらに、一
部の実施形態では、制御装置は、センサの１つ以上からの入力及び／又は同じ又は類似の
作動入力などの、同じ又は類似の入力を受け取ることに応答して、シリンダに噴射される
空気の量の今後の決定を行うために、アルゴリズム（例えば公式）、テーブル値などを調
整することができる。
【０１２０】
　一実施形態では、制御装置は、空気の決定された量に少なくとも部分的に基づいて、１
つ以上の空気噴射装置を作動させる動作１３０を実施又は実行する。特に、例えば、制御
装置は、空気を機関のシリンダに直接噴射する（例えば、少なくとも実質的に妨げられず
に空気を噴射する）ように空気噴射装置を（直接的に、又は作動のための指示を提供する
などによって間接的に）作動させることができる。例えば、制御装置は、選択された及び
／又は所定の期間又は時間の間、シリンダの１つ、一部、又はすべて内の空気噴射装置を
開くことができ、それによって選択された、所定の、及び／又は正確な量の空気がシリン
ダに入ることを可能にする。上記で述べたように、制御装置は、空気噴射装置のところ又
はその近くの空気圧に関し得る入力を受け取ることができる。したがって、例えば、制御
装置は、選択された及び／又は所定量の空気がシリンダに入ることを可能にするために、
空気噴射装置を開いて保持するのに必要とされる時間を（例えば、空気圧センサから受け
取られた入力に少なくとも部分的に基づいて）決定することができる。
【０１２１】
　いずれの場合も、制御装置は、所定の及び／又は正確な量の空気をシリンダ内に提供す
るように空気噴射装置を作動させ、それによって、１つ以上の選択された、及び／又は所
定の作動パラメータで（例えば、選択された及び／又は所定の又は要求されたＲＰＭ、温
度、燃料、効率性などで）機関を作動させることができる。さらに、上記の動作は特定の
順番で説明されているが、そのような動作を任意の数の適切な順序で実行することができ
、この順序は実施形態ごとにさまざまになり得ることを理解されたい。例えば、制御装置
は、最初に、１つ以上のセンサから入力を受け取り（動作１１０）、その後、機関の作動
パラメータに関する１つ以上の作動入力を受け取ることができる（動作１００）。
【０１２２】
　上記で述べたように、制御装置は、任意の数の適切なセンサ又は入力源から情報又は信
号を受け取ることができ、そのような情報又は信号は、機関の任意の数の作動状態又はパ
ラメータに関するものになり得る。例えば、制御装置は、機関の燃焼室を退出する排気に
関する情報又は信号を受け取ることができる。さらに、一部の例では、制御装置は、排気
センサから受け取られた情報又は信号に少なくとも部分的に基づいて、空気噴射装置を作
動させることができる。例えば、図１０は、少なくとも１つの実施形態による、制御装置
によって実施され得るステップ又は動作の流れ図を示す。
【０１２３】
　より詳細には、一実施形態では、制御装置は、排出気体に関する信号を１つ以上の燃焼
室から受け取る動作１１０ａを実施又は実行する。例えば、制御装置は、排出気体の組成
を表示し又はこれに関し得る情報又は信号を排気センサから受け取ることができる（例え
ば、信号は、排気中に存在する酸素の量に関するものになり得る）。追加的に、一部の実
施形態では、制御装置は、機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定する動作１
２０ａを実行又は実施する。特に、そのような決定は、排気センサから受け取られた信号
又は読み取り値に少なくとも部分的に基づくことができる。
【０１２４】
　例えば、排気中に存在する残留酸素の量に基づいて、制御装置は、燃焼室に噴射する空
気の量を決定することができ、それにより、噴射された酸素は、燃焼反応中、完全に又は
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かなり消費される。故に、少なくとも１つの実施形態は、制御装置によって決定された空
気の量に少なくとも部分的に基づいて、１つ以上の空気噴射装置を作動させる動作１３０
ａを含む。上記で指摘したように、例えば、制御装置は、空気噴射装置を開き、選択され
た及び／又は所定の時間の間これを開いて維持することによって空気噴射装置を作動させ
ることができ、それにより、選択された及び／又は所定量の空気が燃焼室に入る。追加的
又は代替的には、制御装置は、燃焼室に噴射される、決定された量の空気を含む情報を提
供することができる。空気噴射装置は、選択された及び／又は所定量の空気を機関の燃焼
室に噴射するようにそのような情報に基づいて作動され得る。
【０１２５】
　また、一部の実施形態では、制御装置は、機関の作動を制御し得る追加の又は代替の要
素又は構成要素のための作動パラメータを決定することができ、及び／又はこれらを作動
させることができる。図１１は、少なくとも１つの実施形態による、制御装置によって実
施され得るステップ又は動作の流れ図を示す。本明細書に別途説明する場合を除き、以下
に説明する動作は、図９～１０に関連して上記で説明した動作に類似する、又は同じとす
ることができる。例示する例では、制御装置は、機関の作動パラメータに関する１つ以上
の作動入力を受け取る動作２００及び１つ以上のセンサから入力を受け取る動作２１０を
実行又は実施し、これらの動作は、動作１００、１１０に類似する、又は同じとすること
ができる（図９）。
【０１２６】
　一実施形態では、制御装置は、作動入力及び／又はセンサからの入力に少なくとも部分
的に基づき得る、機関の１つ以上の燃焼室（例えばシリンダ）に噴射する空気及び／又は
燃料の量を決定する動作２２０を実施又は実行する。例えば、制御装置は、上記で説明し
たのと同じ又は類似するやり方でシリンダに噴射する空気の量を決定することができる。
さらに、制御装置はまた、シリンダに噴射する燃料の量を決定し、それによってシリンダ
に噴射される空気－燃料混合気を決定することができる。
【０１２７】
　また、一部の実施形態では、空気及び燃料を機関の燃焼室の外側で混合して一緒に噴射
できることを理解されたい。故に、例えば、制御装置は、燃焼室の外側で一緒に混合する
ことができる、選択された及び／又は所定量の空気及び／又は燃料を分注し得る１つ以上
の制御構成要素（例えば、弁、噴射装置など）に、信号又は指令を提供することができる
。その後、事前混合された空気－燃料混合気を機関の燃焼室に供給（例えば噴射）するこ
とができる。
【０１２８】
　上記で述べたように、制御装置は、燃料セル（例えば気体タンク）、燃料管内、燃料噴
射装置の近く又はその組み合わせ内の燃料のタイプ（例えば燃料の組成）を特定し得るセ
ンサから入力を受け取ることができる。故に、制御装置は、シリンダに噴射され得る燃料
のタイプに少なくとも部分的に基づいて、シリンダに噴射される燃料の量を決定すること
ができる。一部の実施形態では、ガソリンがシリンダに噴射され得る（例えば、ガソリン
の酸化反応は、
【数１】

　として表すことができる）。
【０１２９】
　したがって、例えば、空気中のＯ２の濃度に応じて、化学量論的空気－ガソリン混合気
を、１４．７：１（空気－ガソリン）比で燃焼させることを考えることができ、この比で
は、ガソリンは、燃焼後に利用可能な過剰空気又は酸素を有さずに燃焼する。故に、希薄
混合気は、より多くの空気（例えば１４．７：１より大きい比）を有することができ、濃
混合気はより多くの燃料（例えば１４．７：１より小さい比）を有することができる。例
えば、最大動力出力を、約１２．６：１の空気－ガソリンを有し得る濃混合気において生
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成することができるが、最大の燃料節約は、約１５．４：１以上の空気－ガソリン比にな
り得る希薄空気ガソリン混合気におけるものになり得る。一部の作動状態下では、この比
は、約６５：１及び／又はそれ以上であるような超希薄のものになり得る。超希薄混合気
は、比較的高い（例えば、化学量論的混合気より高い）温度において燃焼し得ることを理
解されたい。一部の実施形態では、制御装置は、希薄混合気又は超希薄混合気の燃焼の結
果生じ得る上昇した温度において、機関及び／又は１つ以上のそのシリンダを作動させる
ための持続時間を決定し、それによって機関及び／又はその１つ以上のシリンダに損傷を
与える、及び／又は破壊することを防止することができる。さらに、制御装置は、機関が
受ける負荷に対応する及び／又は予想される負荷に対応するのに適した混合気を生み出す
ように空気及び／又は燃料の噴射を決定及び／又は選択することができる。
【０１３０】
　例えば、機関によって動力供給される車などの車両が、（例えば、一定又は低減速度、
下り坂の車運転時などに）小さい負荷を受けたとき、希薄及び／又は超希薄混合気が生み
出され得る。負荷が増大する、又は増大しようとしているとき（例えば車が上り坂を運転
している、又は上り坂を運転しようとしているとき）、制御装置は、化学量論的混合気及
び／又は濃混合気を生み出すよう決定することができる。
【０１３１】
　場合によっては、制御装置は、（例えば燃料節約を改良するために）希薄空気－燃料混
合気を噴射するよう決定することができる。さらに、例えば、シリンダ及びピストンによ
って形成された燃焼室を含む機関では、制御装置は、シリンダ内に噴射された空気燃料混
合気を選択的に及び／又は継続的に変更することができる。例えば、制御装置は、１つ又
は一部のシリンダ内の希薄燃焼を他のシリンダと比較してより多く生み出すことができる
。場合によっては、制御装置は、１つ又は一部のシリンダ内で希薄燃焼を、１つ以上の他
のシリンダ内で化学量論的燃焼又は過濃燃焼を生み出すことができる。
【０１３２】
　少なくとも一部の燃料（例えばガソリン）の化学量論的燃焼は、過濃燃焼より高い燃焼
温度を生み出すことができ、希薄燃焼は、理論空燃燃焼より高い燃焼温度を生み出すこと
ができる。さらに、一部の作動状態下では、長い理論空燃燃焼及び／又は希薄燃焼は、１
つ以上の機関構成要素に損傷を与え又はこれらを破壊し、及び／又は機関の耐用年数を短
縮し得る。一実施形態では、制御装置は、機関内の温度変化を監視しながら、１つ以上の
シリンダ内で化学量論的燃焼及び／又は希薄燃焼を維持し得る噴射及び／又は燃焼サイク
ルを決定することができ、そのような燃焼室（例えばシリンダ）内の燃焼パラメータを変
更して、機関に有害になり得る温度上昇を軽減又は解消することができる。例えば、制御
装置は、シリンダの１つ、一部、又はすべて内の希薄化学量論的燃焼及び／又は希薄燃焼
を終了し、その中で過濃燃焼を開始するよう決定することができる。追加的又は代替的に
は、制御装置は、１つ又は多数のシリンダ内において希薄燃焼混合気と過濃燃焼混合気の
間で交互になるよう決定することができる（例えば、一部のシリンダは希薄燃焼混合気で
作動することができ、他のものは過濃燃焼混合気で作動することができる）。
【０１３３】
　さらに、上記で指摘したように、制御装置は、（例えば往復機関の）シリンダ内のクラ
ンク軸の配向及び／又はピストンの場所についての入力又は情報を受け取ることができる
。一部の作動状態下では、制御装置は、さまざまな時間及び／又はピストンの複数の場所
において燃料及び／又は空気をシリンダに噴射するよう決定することができる。例えば、
燃料及び／又は空気の特有の量の１回の噴射の代わりに、制御装置は、燃料噴射装置及び
／又は空気噴射装置に、（例えば、燃料及び／又は空気の同じ、より少ない、又はより多
い量の１回の噴射と同じ動力出力をクランク軸に生成し得る）燃料及び／又は空気の複数
の噴射を行うように指示することができる。場合によっては、燃料及び／又は空気の複数
の噴射は、空気－燃料の混合、燃料の燃焼などを改良することができる。同じようにして
、制御装置は、燃料噴射装置及び／又は空気噴射装置に、（例えば、ロータが回転すると
きに）回転式機関の燃焼室への燃料及び空気（それぞれ）の複数の噴射を行うように指示
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することができる。
【０１３４】
　さらに、往復機関の場合、制御装置は、燃料噴射装置及び／又は空気噴射装置に、ピス
トンの下方向及び／又は上方向移動の間、燃料及び空気をそれぞれ噴射するように指示す
ることができる。一部の実施形態では、制御装置は、燃料噴射装置及び／又は空気噴射装
置に、ピストンの下り行程中（例えば、４行程サイクルにおいて、吸気行程中及び／又は
動力行程中）、燃料及び／又は空気を噴射するように指示することができる。例えば、動
力行程中に空気及び／又は燃料を噴射することは、燃料の点火を改良することができ、及
び／又は追加の動力をもたらすことができる。１つ以上の追加又は代替の実施形態では、
制御装置は、燃料噴射装置及び／又は空気噴射装置に、（例えば、４行程サイクルにおけ
る）排気行程中、燃料及び／又は空気を噴射するように指示することができ、それによっ
てシリンダからの排出気体の排出を助けることができる。
【０１３５】
　場合によっては、制御装置は、機関の燃焼室内の化学量論的混合気及び／又は希薄空気
－燃料混合気を生み出すために空気及び燃料の複数の噴射を行うよう決定することができ
る。例えば、制御装置は、出力軸の選択された及び／又は所定の配向（例えば、往復機関
のクランク軸の配向）、シリンダ内のピストンの選択された及び／又は所定の位置、前述
の組み合わせなどに少なくとも部分的に基づいて、噴射タイミングを決定することができ
る。さらに、制御装置は、化学量論的混合気及び／又は希薄混合気を生み出し得る、１つ
以上のそのような空気及び燃料の噴射を行い、（例えば、化学量論的燃焼及び／又は希薄
燃焼中、機関の温度上昇を低減し又は最小限に抑えることができる）濃混合気を生み出し
得る、１つ以上の空気及び燃料の噴射を行うよう決定することができる。
【０１３６】
　場合によっては、制御装置は、機関の１つ以上のシリンダを任意の偶数の燃焼サイクル
（例えば、２－、４－、６－など）で作動させるよう決定することができる。例えば、制
御装置は、ピストンの下り行程ごと、下り行程の１つおきに、下り行程の２つおきなどに
おいて１つ、一部、又はすべてのシリンダに空気及び燃料を噴射するよう決定することが
できる。例えば、制御装置は、制御装置によって受け取られた１つ以上の入力内に要求さ
れた動力要件を満たすために、所定の時間の間、一部又はすべてのシリンダを２行程サイ
クルで作動させるよう決定することができ、一部の状態下において、そのような動力要件
を満たした後、シリンダを４行程サイクルで作動させ得るよう決定することができる。
【０１３７】
　一部の実施形態では、制御装置は、燃焼室の１つ又は一部（例えば、シリンダの１つ又
は一部）をオフにする、又は停止させるよう決定することができる。例えば、制御装置は
、動力出力要件を満たしながら燃料効率性を改良するために、どのシリンダをオフにし得
るかを決定することができる。例えば、制御装置は、１つ以上のシリンダへの燃料及び／
又は空気の噴射を、（例えば、そのようなシリンダ内の燃料の燃焼を停止させるために）
オフにするよう決定することができる。一部の作動状態下では、制御装置はまた、オフに
されたシリンダの排気弁を閉じる及び／又は閉じて維持するよう決定することもできる。
【０１３８】
　場合によっては、シリンダ内の空気－燃料混合気の燃焼を生み出すために、スパークが
必要とされ得る。例えば、空気－ガソリン混合気を（スパークプラグなどの燃料点火装置
からの）スパークによってシリンダ内で点火することができる。したがって、１つ以上の
実施形態では、制御装置は、１つ以上の燃焼室内（例えばシリンダ内）のスパークのタイ
ミングを決定する動作２３０を実施又は実行する。例えば、往復機関の場合、制御装置は
、ピストンの下方向行程中、複数の時間及び／又は場所において燃料及び空気を噴射する
よう決定することができる。同様に、制御装置は、シリンダ内にスパークをもたらすため
の１つ以上の時間を決定することができ、この時間は、（例えば、燃料及び空気が噴射さ
れるのとほぼ同じ時間、空気及び／又は燃料のシリンダへの噴射の、選択された及び／又
は所定の時間の後、エンコーダなどからの入力に基づき得る、ピストンの選択された及び
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／又は所定の場所、及び／又はクランク軸の配向時などの）燃料及び／又は空気噴射の１
つ以上の時間に対応することができる。いずれの場合も、制御装置は、対応するシリンダ
内にスパークをもたらしてその中で空気－燃料混合気を燃焼させるのに適した時間を決定
することができる。
【０１３９】
　上記で説明したように、通常、ピストンをクランク軸に回転可能に連結し得るピストン
コネクタ棒及び対応するシリンダ内のピストン往復作動は、クランク軸の回転を生み出す
ことができる。したがって、クランク軸に対するピストンコネクタ棒の角度位置に応じて
、ピストン上の下方向の力又は移動は、時計回り方向又は反時計回り方向のクランク軸上
の対応するトルク及び／又はその回転を生み出すことができる。例えば、上死点（ＴＤＣ
）では、コネクタ棒は、シリンダの中心軸に平行であり、クランク軸に垂直になり得る（
例えば、ピストン上の下方向の力はクランク軸の回転を生み出すことはできない）。同じ
ようにして、ピストンが、ＴＤＣの前（ＢＴＥＣ）又はＴＤＣの後（ＡＴＤＣ）である場
所にあるとき、ピストンのコネクタ棒の連結点は、クランク軸の回転軸に対して非垂直の
角度になり得る（例えば、ピストン上の下方向の力は、クランク軸の対応する時計回り又
は反時計回りの回転を生み出すことができる）。例えば、ピストンがＢＴＤＣであるとき
、ピストンにかけられた力は、クランク軸の対応する相対的な反時計回りの力及び／又は
回転を生み出すことができる。ピストンがＴＤＣの後（ＡＴＤＣ）であるとき、ピストン
にかけられた力は、クランク軸の対応する相対的な時計回りの力及び／又は回転を生み出
すことができる。
【０１４０】
　上記で指摘したように、制御装置は、エンコーダから入力を受け取ることができ、その
ような入力は、機関のクランク軸の相対配向を特定することができる。さらに、場合によ
っては、クランク軸の相対的な放射状配向に基づいて、制御装置は、（例えば、ピストン
の各々がＴＤＣに対して位置付けられる場合）シリンダ内のピストンの位置を決定又は相
関することができる。一部の実施形態では、制御装置は、クランク軸の最初の回転及び／
又はピストンの移動を生み出すことなく（例えば開始装置無しで）機関を開始することが
できる。例えば、制御装置は、ＡＴＤＣに位置付けられたピストンを有する１つ以上のシ
リンダを決定又は特定することができ、空気及び／又は燃料をそのようなシリンダに噴射
し、（適切な場合）空気－燃料混合気に点火するためにそのようなシリンダ内にスパーク
をもたらすよう決定することができる（例えば、制御装置は、空気－燃料混合気を提供し
、そのような混合気に点火して機関を開始するためのシリンダを決定又は特定することが
できる）。
【０１４１】
　さらに、ＡＴＤＣにあるピストンを有するシリンダに対して、制御装置は、空気及び／
又は燃料を噴射する順序、並びに（例えば、機関開始を要求する受け取られた入力に少な
くとも部分的に応答して）空気－燃料混合気を点火するためにスパークをもたらす順序を
決定することができる。例えば、制御装置は、クランク軸に対し選択された及び／又は所
定の位置又は角度にある（例えば、選択された及び／又は所定の角度の最も近く、及び／
又はそのような選択された及び／又は所定の角度の後に）ピストンを有するシリンダへの
燃料及び／又は空気の噴射を開始するよう決定することができる。例えば、制御装置は、
クランク軸に対して少なくともＡＴＤＣ　１０度及び／又は１０度に最も近いピストンを
有するシリンダ内に、燃料及び空気の噴射を開始するよう決定することができ、及び／又
は、空気－燃料混合気に点火するためのスパークをもたらすことができる。制御装置はま
た、そのようなシリンダに噴射する燃料及び空気の量を決定することもできる。
【０１４２】
　一部の実施形態では、制御装置は、空気及び／又は燃料を噴射するための及び／又は空
気－燃料混合気を点火するためのシリンダを決定又は特定して、（例えば、クランク軸の
回転の停止及び／又は反転を表示する、受け取られた入力に少なくとも部分的に応答して
）クランク軸の回転を停止及び／又は反転させることができる。上記で述べたように、制



(31) JP 2021-183842 A 2021.12.2

10

20

30

40

50

御装置は、シリンダ内のピストンの場所を特定し得る入力を受け取ることができる。例え
ば、制御装置は、ＢＴＤＣ（例えばピストン上り行程上）に位置付けられたピストンを有
するシリンダを決定又は特定することができ、クランク軸の回転を停止させ、及び／又は
その回転を反転させるための燃焼圧力を生み出すのに適した空気及び／又は燃料の量を決
定することができる。換言すれば、機関の作動及び／又は１つ以上の受け取られた入力（
例えばクランク軸のＲＰＭ、軸に連結された機構からの外部負荷などのクランク軸上の負
荷、クランク軸の回転を停止又は反転させる要求を受け取った時のシリンダ内のピストン
の場所など）に基づいて、制御装置は、回転を停止及び／又は反転させるのに必要とされ
る、又は適したトルクの量を決定することができる。さらに、一部の例では、制御装置は
、クランク軸の回転を停止及び／又は反転させるために決定されたトルク量を生み出すた
めに１つ以上のシリンダに噴射する空気及び燃料の量を決定することができる。
【０１４３】
　上記で述べたように、機関は、任意の数の機関駆動式車両（例えば、自動車、水上オー
トバイ、航空機など）に含まれ得る。故に、例えば、そのような車両の操作者は、車両の
移動の回転の反転のための入力又は要求をインターフェースに提供することができる。制
御装置は、その後、機関のクランク軸の回転の反転のための要求を表示する入力を受け取
ることができ、そのような反転を生み出すためにシリンダに噴射する空気及び燃料の量を
決定することができると共に、空気及び燃料のそのような噴射を行うための特有の又は適
したシリンダを特定することができる。
【０１４４】
　少なくとも１つの実施形態では、制御装置は、決定された空気－燃料混合気に少なくと
も部分的に基づいて、１つ以上の空気噴射装置及び／又は燃料噴射装置を作動させる動作
２４０を実施又は実行する。上記で述べたように、燃料及び／又は空気は、選択された及
び／又は所定のシリンダに直接噴射され得る。換言すれば、制御装置は、空気及び燃料を
噴射すると共に空気－燃料混合気をその中で点火する１つ以上のシリンダを決定又は特定
することができる。制御装置は、噴射する空気及び／又は燃料の量を決定することができ
る。制御装置は、その順序（例えば、シリンダの中での空気及び／又は燃料の噴射順）を
決定することができる。制御装置は、前述の組み合わせを決定することができる。
【０１４５】
　一部の実施形態では、制御装置は、（例えば動作２３０において）決定されたスパーク
のタイミングに少なくとも部分的に基づいて１つ以上の燃料点火装置（例えばスパークプ
ラグ）を作動させる動作２５０を実施又は実行する。例えば、往復機関の場合、制御装置
は、（例えば、クランク軸の配向及び／又はピストンの対応する位置に関し得る及び／又
はこれを特定し得る、エンコーダからの入力に基づいて）シリンダの１つ以上内にスパー
クをもたらすタイミングを決定することができる。さらに、上記で説明したように、エン
コーダは、（例えば、１／２度以下など）任意の適切な分解能を有することができる。故
に、少なくとも１つの実施形態では、制御装置は、エンコーダからの入力を受け取ること
と、決定された燃料点火装置を作動させることとの間に追加の又は意図的な遅延を有さず
に（例えば、制御装置から燃料点火装置への信号送信固有の及び／又は制御装置の算出作
動固有の遅延のみを有して）燃料点火装置を作動させることができる。
【０１４６】
　また、上記で説明したように、制御装置は、ピストンの下り行程上の複数の時間及び／
又はピストンの位置において空気及び／又は燃料を噴射するよう決定することができる。
さらに、制御装置は、そのような決定された時間及び（ピストンの）場所において、並び
に決定された量で、空気及び燃料をシリンダに噴射するように燃料及び空気噴射装置を作
動させることができる。少なくとも１つの実施形態では、制御装置は、空気噴射装置及び
燃料噴射装置の制御装置の作動の時間に関し得る又は対応し得る、複数の選択された及び
／又は所定の時間及び／又はシリンダ内のピストンの位置において、燃料点火装置を作動
させることができる。
【０１４７】
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　上記で説明した動作２１０～２５０を、制御装置によって任意の適切な順で実行するこ
とができることを理解されたい。さらに、一部の実施形態では、動作の１つ以上を省略し
てよく、及び／又は置き換えてよい。例えば、機関は、任意の数の適切な燃料（例えば、
ディーゼル、水素、プロパンなど）で作動することができ、一部の作動状態下では、制御
装置は、スパーク無しで機関（例えば、ディーゼル燃料で作動する機関）を作動させ又は
制御することができる。したがって、一部の例では、動作２３０及び／又は２５０を省略
することができる。
【０１４８】
　通常、本明細書に説明する制御装置は、任意の数の適切なコンピューティングデバイス
（例えば、ハードウェア及び／又はソフトウェアでプログラムされ得る及び／又は作動さ
れ得る機関制御ユニット（ＥＣＵ））を含むことができる。さらに、本明細書に説明する
動作又はステップを、コンピューティングデバイス上（例えば、コンピューティングデバ
イスのメモリ内）に記憶されたソフトウェア命令によって、及び／又はそのような動作又
はステップを実行するように構成されたハードウェアによって実行することができる。適
切なコンピューティングデバイスの一例は、図１２に示される。より詳細には、図１２は
、一実施形態によるコンピューティングデバイス３００のブロック図である。コンピュー
ティングデバイス３００は、上記で説明したプロセス又は動作の１つ以上を実施するよう
に構成され得る。
【０１４９】
　例えば、コンピューティングデバイス３００は、（例えば、ソフトウェア又はハードウ
ェアコード化された）コンピュータプログラムを含むことができ、このコンピュータプロ
グラムは、上記で説明した動作を実施するようにコンピューティングデバイス３００のさ
まざまな構成要素及び／又は要素に指示し又は命令を提供することができる。一実施形態
では、コンピューティングデバイスは、プロセッサ３１０、メモリ３２０、記憶デバイス
３３０、Ｉ／Ｏインターフェース３４０、通信インターフェース３５０、又はそれらの組
み合わせを備えることができる。図１２は、例示的なコンピューティングデバイス３００
を例示しているが、例示された構成要素は、限定的でないものとする。追加又は代替の構
成要素を他の実施形態で使用することができる。さらに、特定の実施形態では、コンピュ
ーティングデバイス３００は、図１２に示すものより少ない構成要素を含むことができる
。
【０１５０】
　一部の実施形態では、プロセッサ３１０は、コンピュータプログラムを構成するものな
どの命令を実行するためのハードウェアを含む。限定的ではなく一例として、命令を実行
するために、プロセッサ３１０は、内部レジスタ、内部キャッシュ、メモリ３２０又は記
憶デバイス３３０から命令を検索し（又は引き出し）、これらを復号し、実行することが
できる。特定の実施形態では、プロセッサ３１０は、データ、命令、又はアドレスのため
の１つ以上の内部キャッシュを含むことができる。限定的ではなく一例として、プロセッ
サ３１０は、１つ以上の命令キャッシュ、１つ以上のデータキャッシュ、及び１つ以上の
変換索引バッファ（ｔｒａｎｓｌａｔｉｏｎ　ｌｏｏｋａｓｉｄｅ　ｂｕｆｆｅｒ）（Ｔ
ＬＢ）を含むことができる。命令キャッシュ内の命令は、メモリ３２０又は記憶デバイス
３３０内の命令のコピーになり得る。
【０１５１】
　コンピューティングデバイス３００は、プロセッサ３１０に結合されたメモリ３２０を
含むことができる。メモリ３２０は、プロセッサによる実行のためのデータ、メタデータ
、プログラム又はそれらの組み合わせを記憶するために使用され得る。メモリ３２０は、
ランダムアクセスメモリ（「ＲＡＭ」）、読出し専用メモリ（「ＲＯＭ」）、ソリッドス
テートディスク（「ＳＳＤ」）、フラッシュ、相変化メモリ（Ｐｈａｓｅ　Ｃｈａｎｇｅ
　Ｍｅｍｏｒｙ）（「ＰＣＭ」）、又は他のタイプのデータ記憶装置などの揮発性及び非
揮発性のメモリの１つ以上を含むことができる。メモリ３２０は、内部又は分配のメモリ
であってよい。
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【０１５２】
　コンピューティングデバイス３００は、データ及び／又は命令を記憶するための記憶装
置を有し得る記憶デバイス３３０を含むことができる。限定的ではなく一例として、記憶
デバイス３３０は、上記で説明した固定記憶媒体を備えることができる。記憶デバイス３
３０は、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）、フロッピーディスクドライブ、フラッシュ
メモリ、光ディスク、光磁気ディスク、磁気テープ、又はユニバーサルシリアルバス（Ｕ
ＳＢ）ドライブ、又はこれらの２つ以上の組み合わせを含むことができる。記憶デバイス
３３０は、適宜、取り外し式又は非取り外し式の（又は固定された）媒体を含むことがで
きる。記憶デバイス３３０は、コンピューティングデバイス３００の内部又は外部にあっ
てよい。一部の実施形態では、記憶デバイス３３０は、非揮発性のソリッドステートメモ
リである。追加的又は代替的には、記憶デバイス３３０は、読出し専用メモリ（「ＲＯＭ
」）を含むことができる。適宜、このＲＯＭは、マスクプログラムされたＲＯＭ、プログ
ラム可能なＲＯＭ（ＰＲＯＭ）、消去可能なＰＲＯＭ（ＥＰＲＯＭ）、電気的に消去可能
なＰＲＯＭ（ＥＥＰＲＯＭ）、電気的に変更可能なＲＯＭ（ＥＡＲＯＭ）、もしくはフラ
ッシュメモリ、又はこれらの２つ以上の組み合わせであってよい。
【０１５３】
　コンピューティングデバイス３００はまた、１つ以上の入力又は出力（「Ｉ／Ｏ」）イ
ンターフェース３４０を含むこともでき、インターフェース３４０は、ユーザがコンピュ
ーティングデバイス３００に入力を提供し、そこから出力を受け取り、別の形でコンピュ
ーティングデバイス３００にデータを転送し、そこから転送することを可能にするために
設けられ得る。例えば、Ｉ／Ｏインターフェース３４０を１つ以上のセンサ（上記で説明
したような（例えば、圧力センサ、温度センサ、燃料センサなど））に及び／又は１つ以
上の入力デバイス（例えば、スロットル、ユーザインターフェース、マウス、キーパッド
又はキーボード、タッチスクリーン、カメラ、光学スキャナ、ネットワークインターフェ
ース、モデム、他の知られているＩ／Ｏデバイス、又はそれらの組み合わせ）に結合する
ことができる。タッチスクリーンは、スタイラス又は指によって起動され得る。
【０１５４】
　Ｉ／Ｏインターフェース３４０は、それだけに限定されないが、グラフィックエンジン
、ディスプレイ（例えばディスプレイスクリーン）、１つ以上の出力ドライバ（例えば、
ディスプレイドライバ）、１つ以上のオーディオスピーカ、及び１つ以上のオーディオド
ライバを含む、ユーザに出力を提示するための１つ以上のデバイスを含み、及び／又はこ
れに結合され得る。一部の実施形態では、インターフェース３４０は、ユーザへの提示の
ためにグラフィックデータをディスプレイに提供するように構成され得る。グラフィック
データは、１つ以上のグラフィカルユーザインターフェース及び／又は特定の実装を提供
し得る任意の他のグラフィックコンテンツを表すものになり得る。
【０１５５】
　コンピューティングデバイス３００は、さらに、通信インターフェース３５０を含むこ
とができる。通信インターフェースは、ハードウェア、ソフトウェア、又はその両方を含
むことができる。通信インターフェース３５０は、コンピューティングデバイスと１つ以
上の他のコンピューティングデバイス３００又は１つ以上のネットワークとの間の（例え
ば、パケットベース通信などの）通信のための１つ以上のインターフェースを提供するこ
とができる。限定的ではなく一例として、通信インターフェース３５０は、イーサーネッ
ト又は他の有線ネットワークと通信するためのネットワークインターフェース制御装置（
ＮＩＣ）もしくはネットワークアダプタ、又はワイファイ（ＷＩ－ＦＩ）（登録商標）な
どの無線ネットワークと通信するための無線ＮＩＣ（ＷＮＩＣ）もしくは無線アダプタを
含むことができる。
【０１５６】
　本開示は、任意の適切なネットワーク及び任意の適切な通信インターフェース３５０を
企図する。限定的ではなく一例として、コンピューティングデバイス３００は、アドホッ
クネットワーク（ａｄ　ｈｏｃ　ｎｅｔｗｏｒｋ）、パーソナルエリアネットワーク（ｐ
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ｅｒｓｏｎａｌ　ａｒｅａ　ｎｅｔｗｏｒｋ）（ＰＡＮ）、ローカルエリアネットワーク
（ＬＡＮ）、ワイドエリアネットワーク（ｗｉｄｅ　ａｒｅａ　ｎｅｔｗｏｒｋ）（ＷＡ
Ｎ）、メトロポリタンエリアネットワーク（ｍｅｔｒｏｐｏｌｉｔａｎ　ａｒｅａ　ｎｅ
ｔｗｏｒｋ）（ＭＡＮ）、もしくはインターネットの１つ以上の部分、又はこれらの２つ
以上の組み合わせと通信することができる。これらのネットワークのうち１つ以上の１つ
以上の部分は無線又は有線とすることができる。一例として、コンピューティングシステ
ム３００は、（例えばブルートゥース（ＢＬＵＥＴＯＯＴＨ）（登録商標）ＷＰＡＮなど
の）無線ＰＡＮ（ＷＰＡＮ）、ワイファイネットワーク、ワイマックスネットワーク、（
例えば、汎欧州デジタル移動電話方式（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂｉ
ｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ）（ＧＳＭ）ネットワークなどの）小型携帯移動電
話機（ｃｅｌｌｕｌａｒ　ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ）ネットワーク、他の適切な無線ネットワ
ーク又はその組み合わせと通信することができる。コンピューティングデバイス３００は
、適宜、これらのネットワークのいずれに対しても任意の適切な通信インターフェース３
５０を含むことができる。
【０１５７】
　コンピューティングデバイス３００は、さらに、バス３６０を含むことができる。バス
３６０は、コンピューティングデバイス３００の構成要素を互いに結合するハードウェア
、ソフトウェア、又はその両方を備えることができる。限定的ではなく一例として、バス
３６０は、アクセラレーテッドグラフィックスポート（Ａｃｃｅｌｅｒａｔｅｄ　Ｇｒａ
ｐｈｉｃｓ　Ｐｏｒｔ）（ＡＧＰ）又は他のグラフィックバス、拡張業界標準アーキテク
チャ（Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕ
ｒｅ）（ＥＩＳＡ）バス、フロントサイドバス（ｆｒｏｎｔ－ｓｉｄｅ　ｂｕｓ）（ＦＳ
Ｂ）、ハイパートランスポート（ＨＹＰＥＲＴＲＡＮＳＰＯＲＴ）（ＨＴ）インターコネ
クト、業界標準アーキテクチャ（Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ａｒｃｈｉｔｅ
ｃｔｕｒｅ）（ＩＳＡ）バス、インフィニバンド（ＩＮＦＩＮＩＢＡＮＤ）インターコネ
クト、ローピンカウント（ｌｏｗ－ｐｉｎ－ｃｏｕｎｔ）（ＬＰＣ）バス、メモリバス、
マイクロチャネルアーキテクチャ（ＭｉｃｒｏＣｈａｎｎｅｌ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒ
ｅ）（ＭＣＡ）バス、ペリフェラルコンポーネントインターコネクト（Ｐｅｒｉｐｈｅｒ
ａｌ　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　Ｉｎｔｅｒｃｏｎｎｅｃｔ）（ＰＣＩ）バス、ピーシーアイ
エクスプレス（ＰＣＩ－Ｅｘｐｒｅｓｓ）（ＰＣＩｅ）バス、シリアルアドバンスドテク
ノロジーアタッチメント（ｓｅｒｉａｌ　ａｄｖａｎｃｅｄ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　ａ
ｔｔａｃｈｍｅｎｔ）（ＳＡＴＡ）バス、ビデオエレクトロニクススタンダーズアソシエ
ーションローカル（Ｖｉｄｅｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ａｓｓ
ｏｃｉａｔｉｏｎ　ｌｏｃａｌ）（ＶＬＢ）バスもしくは別の適切なバス又はそれらの組
み合わせを含むことができる。
【０１５８】
　一部の実施形態では、適切な機関制御ユニット（ＥＣＵ）が、機関の要素及び／又は構
成要素を制御し、及び／又は本明細書に説明する動作を実施するように使用され及び／又
はプログラムされ得る。例えば、ＡＥＭ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓから入手可能であるＥ
ＭＳ－４は、４シリンダ機関に関して本明細書に説明する動作を実施し得るようにプログ
ラムされてよく、及び／又はこの動作を実施する実行可能なソフトウェアコードを記憶す
ることができる。一部の実施形態では、制御装置又はコンピューティングデバイスは、適
切なＥＣＵなどの特殊用途コンピュータであってよいが、追加の又は代替の実施形態では
、制御装置又はコンピューティングデバイスは、汎用コンピュータであってよいことを理
解されたい。
【０１５９】
　前述は、本発明の実施形態を対象とするが、本発明の他の及び別の実施形態を、その基
本的な範囲から逸脱することなく考案することができ、その範囲は、特許請求の範囲によ
って決定される。
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【手続補正書】
【提出日】令和3年9月1日(2021.9.1)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１つ以上の燃焼室と、前記燃焼室内の燃料の燃焼に応答して回転可能な出力軸とを含む
内燃機関を作動させるための制御装置であって、
　プロセッサと、
　前記プロセッサに結合されたメモリであって、前記プロセッサによって実行されたとき
、
　ＧＰＳセンサから前記内燃機関によって動力供給される車両の位置を示す位置情報を受
け取る動作と、
　少なくとも前記位置情報から前記内燃機関の作動パラメータを決定する動作と、
　決定された前記作動パラメータに基づいて、１つ以上の空気噴射装置を通して前記内燃
機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定する動作と、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つ内に所定の燃焼容積を生み出すようにして、空気
を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射するように１つ以上の前記空気噴射装置の
少なくとも１つを作動させる動作と、
　前記１つ以上の燃焼室に燃料を直接噴射するように、前記１つ以上の空気噴射装置とは
別の１つ以上の燃料噴射装置を作動させる動作とを前記制御装置に実施させる、コンピュ
ータ実行可能命令を含む、メモリとを備えることを特徴とする制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の制御装置であって、空気を前記１つ以上の燃焼室に噴射するように１
つ以上の空気噴射装置の少なくとも１つを作動させることは、所定量の空気を前記内燃機
関の前記１つ以上の燃焼室に直接噴射するように前記１つ以上の空気噴射装置の少なくと
も１つを作動させることを含むことを特徴とする制御装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記コンピュータ実行可能命令が、さらに、前記
制御装置に
　前記内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する燃料の量を決定する動作とを実行させるこ
とを特徴とする制御装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記内燃機関が、複数の燃焼室を画定する複数の
シリンダ及びピストンを含み、前記内燃機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決
定することは、互いに独立して前記複数のシリンダの各々内に噴射する空気の量を決定す
ることを含むことを特徴とする制御装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記１つ以上の燃焼室に空気を直接噴射するよう
に１つ以上の空気噴射装置の少なくとも１つを作動させ、前記１つ以上の燃焼室に燃料を
直接噴射するように１つ以上の燃料噴射装置を作動させることが、前記内燃機関の前記出
力軸の回転を反転させることを特徴とする制御装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の制御装置であって、前記コンピュータ実行可能命令が、さらに、前記
１つ以上の燃焼室の少なくとも１つに空気を直接噴射するように１つ以上の空気噴射装置
の少なくとも１つを作動させ、前記１つ以上の燃焼室の前記少なくとも１つに燃料を直接
噴射するように１つ以上の燃料噴射装置を作動させ、前記燃焼室の前記少なくとも１つ内
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の前記燃料に点火することによって、前記制御装置に前記内燃機関の前記出力軸の回転を
開始する動作を実行させることを特徴とする制御装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の制御装置であって、燃料センサ、排気センサ、出力軸位置センサ、空
気圧センサ、空気温度センサ、燃料圧力センサ、又はノックセンサの１つ以上から入力を
受け取るように構成されている、ことを特徴とする制御装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の制御装置であって、空気を前記１つ以上の燃焼室に噴射するように１
つ以上の空気噴射装置の少なくとも１つを作動させることは、前記１つ以上の空気噴射装
置の対応する１つを所定の時間の間開くことを含むことを特徴とする制御装置。
【請求項９】
　請求項７に記載の制御装置であって、前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射する
空気の量を決定することは、１つ以上のセンサからの前記受け取られた１つ以上の入力に
少なくとも部分的に基づくことを特徴とする制御装置。
【請求項１０】
　コンピュータ制御内燃機関システムであって、
　出力軸、
　１つ以上の燃焼室、
　前記１つ以上の燃焼室内の圧力上昇を前記出力軸の回転に変換するように構成されたエ
ネルギー変換機構、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つに動作可能に連結され、前記出力軸から機械的に
分離され、空気を遮られることなく前記１つ以上の燃焼室内に噴射するように構成される
、１つ以上の空気噴射装置、及び、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つに動作可能に連結された、前記１つ以上の空気噴
射装置とは別の１つ以上の燃料噴射装置、
　を含む内燃機関と、
　前記１つ以上の空気噴射装置に動作可能に結合された制御装置であって、
　ＧＰＳセンサから前記内燃機関によって動力供給される車両の位置を示す位置情報を受
け取り、
　少なくとも前記位置情報から前記内燃機関の作動パラメータを決定し、
　決定された前記作動パラメータに基づいて、１つ以上の空気噴射装置を通して前記内燃
機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定し、
　前記１つ以上の燃焼室の対応する１つ内に所定の燃焼容積を生み出すようにして、空気
を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に直接噴射するように１つ以上の空気噴射装置の
少なくとも１つを作動させるように構成される、制御装置とを備えることを特徴とするコ
ンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１１】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、前
記１つ以上の空気噴射装置を互いに独立して作動させるように構成されることを特徴とす
るコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１２】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、互
いに独立して前記１つ以上の空気噴射装置の少なくとも１つを所定の時間の間開いて維持
することによって、前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に空気を直接噴射するように１
つ以上の空気噴射装置の少なくとも１つを作動させるように構成されることを特徴とする
コンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１３】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、前
記１つ以上の燃焼室に燃料を噴射するように前記１つ以上の燃料噴射装置を互いに独立し
て作動させるように構成されることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
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【請求項１４】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記内燃機関が、前
記１つ以上の燃焼室の対応する１つに動作可能に連結され、前記出力軸から機械的に分離
される、１つ以上の排気弁を含み、前記制御装置が、前記１つ以上の排気弁を、互いに独
立して開位置と閉位置の間で作動させるように構成されることを特徴とするコンピュータ
制御内燃機関システム。
【請求項１５】
　請求項１０に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記内燃機関に動作
可能に連結され、前記内燃機関の作動に関する１つ以上の状態を検出するように構成され
た１つ以上のセンサをさらに備え、前記１つ以上のセンサは、さらに、制御装置に動作可
能に結合され、噴射される空気の温度、噴射される空気の圧力、噴射される燃料の圧力、
又は排気中に存在する酸素の量のうち検出された１つ以上に関する信号を送るように構成
されることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１６】
　請求項１５に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記制御装置が、前
記１つ以上のセンサから受け取られた信号に少なくとも部分的に基づいて、前記１つ以上
の空気噴射装置又は１つ以上の排気弁の少なくとも１つを作動させるように構成されるこ
とを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１７】
　請求項１６に記載のコンピュータ制御内燃機関システムであって、前記内燃機関が、１
つ以上のシリンダと、１つ以上のピストンであって、前記１つ以上のシリンダの対応する
１つ内に移動可能に位置付けられ、前記シリンダ内の前記ピストンの移動が前記出力軸の
回転を生み出すように前記出力軸に動作可能に連結される、１つ以上のピストンとを含み
、
　前記１つ以上のセンサの少なくとも１つが、前記出力軸の配向を検出するように構成さ
れることを特徴とするコンピュータ制御内燃機関システム。
【請求項１８】
　内燃機関を作動させる方法であって、
　ＧＰＳセンサから前記内燃機関によって動力供給される車両の位置を示す位置情報を受
け取ることと、
　少なくとも前記位置情報から前記内燃機関の作動パラメータを決定することと、
　決定された前記作動パラメータに基づいて、１つ以上の空気噴射装置を通して前記内燃
機関の１つ以上の燃焼室に噴射する空気の量を決定することと、
　前記１つ以上の燃焼室に動作可能に連結された１つ以上の空気噴射装置の少なくとも１
つを作動させることによって所定量の空気を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射
することにより、前記１つ以上の燃焼室の対応する１つ内に所定の燃焼容積を生み出すこ
とと、
　前記１つ以上の空気噴射装置とは別の１つ以上の燃料噴射装置を通して、所定量の燃料
を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼室に噴射することと、
　前記燃料を前記１つ以上の燃焼室内で燃焼させ、それによって前記内燃機関の出力軸を
回転させることとを含むことを特徴とする内燃機関を作動させる方法。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の方法であって、所定量の空気を前記内燃機関の前記１つ以上の燃焼
室に噴射することは、前記１つ以上の空気噴射装置の少なくとも１つを所定の時間の間開
いて維持し、空気を遮られることなく前記１つ以上の燃焼室に流すことを含むことを特徴
とする方法。
【請求項２０】
　請求項１８に記載の方法であって、前記内燃機関の前記出力軸から連結解除された１つ
以上の排気弁を作動させることを含むことを特徴とする方法。
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